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午前１０時００分 開議

定足数に達しており○議長（馬場騎一君）

ますので、２日目の本会議を開きます。

議事に入る前に、去る６日設置されました

決算審査特別委員会、予算審査特別委員会及

び条例等審査特別委員会の３特別委員会の委

員長、副委員長の互選の結果を報告します。

決算審査特別委員会委員長山本弥一委員、

副委員長春日洋子委員、予算審査特別委員会

委員長堀光雄委員、副委員長瀬崎雅弘委員、

条例等審査特別委員会委員長加澤明委員、副

委員長鈴木重正委員とそれぞれ決しました。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

日程第１ 市政に対○議長（馬場騎一君）

する一般質問を行います。

お手元に配付しております質問一覧表のと

おり進めます。

３番奥本菜保巳議員の登壇を願います。

おはようございま○３番（奥本菜保巳君）

す。

日本共産党奥本菜保巳でございます。

それでは、一般質問に入ります。

まず、第１の質問、基地問題、米軍基地に

おける環境問題について伺います。

近年、地球環境破壊や温暖化が進み、異常

気象が起こり、世界各地では深刻な被害に脅

かされています。そのため、気候変動問題に

対する世界的な取り組みが進んでおり、環境

問題に対する関心が高まっています。

過去の公害問題もあり、国内ではさまざま

な環境法が制定されています。大企業を中心

とする一般企業においても、企業の社会的責

任を果たす一環として環境報告書を作成し、

公表するのが常識となっています。しかし、

米軍基地には、環境報告書を公表する義務も

なく、基地において排出される温室効果ガス

は、日本の排出量の算定には含まれていない

ということで、規制もかかっていません。

そこで、これまで、米軍基地内及び基地の

外において住民に影響のある環境汚染にはど

のような被害があり、どのように対処されて

きたのか、伺いたいと思います。

まず、基地の環境汚染被害に挙げられる事

項に燃料漏れ事故があります。基地返還後に

見つかる土壌汚染の多くがこの燃料漏れを原

因とするもので、大量に燃料が漏れると、土

壌を汚染するばかりでなく、地下水を汚染し

たり、近辺の河川を汚染するおそれもあると

言われています。また、三沢対地射爆撃場に

おいては爆撃訓練が繰り返され、いまだ回収

されていない不発弾が良好な漁場の海底に沈

んでいる可能性も高いと言われています。ま

た、Ｆ－１６による燃料タンク投下問題な

ど、海がごみ捨て場のように扱われていま

す。

しかしながら、基地といえば国防に絡むた

め、また、日米地位協定には環境関連の規定

が基本的にないため、その問題について監視

や立入調査ができない状態にあります。これ

までに返還された基地のさまざまな汚染に対

する原状回復にも、米軍には義務が課せられ

ていません。汚染浄化等の費用は日本が負担

しています。

このような現状にあって、いかに軍事施設

といえども、もし周辺住民に悪影響を与えて

いるのであれば、国民には良好な環境の中で

生活を営む権利があるとして、通常の大企業

など一般企業に対して指導し管理する場合と

同じように、米軍に対してもできるだけの努

力を要望する必要があるのではないでしょう

か。情報公開を積極的に進めることが必要だ

と思います。

そこで、伺います。

基地内の環境調査、燃料漏れの量と回数、

火災の回数、土壌汚染調査、悪臭苦情件数等

の環境汚染被害の実態、三沢対地射爆撃場の

周辺汚染被害はどのようになっているのか、

そして、どのように対処されてきたのかを伺

います。

次に、第２の質問、雇用問題における子育

て支援について伺います。
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少子高齢化が進む中で、国や地方自治体で

はさまざまな少子化対策に取り組んできまし

た。しかし、女性が働く環境は、欧米諸国と

比較してもまだおくれをとっています。男女

均等法が施行されていても、現実には、女性

の雇用形態は正社員ではなく非正規雇用が多

いと言われています。また、子育てや家事な

ど、負担が重い女性が働く環境はさらに厳し

いものがあります。雇用情勢の悪化が今なお

続く中で、育児休暇の申し出や取得を理由に

解雇や雇いどめ、退職勧奨、減給など、不利

益な扱いを受ける女性が増加していると言わ

れています。

全国の労働局に寄せられた相談件数による

と、平成２１年２月時点で１,１０７件と、

前年の８８２件を大きく上回ったというデー

タが出ています。しかし、この数字は氷山の

一角にすぎないと思われます。そして、それ

はことしに入っても増加傾向にあるといいま

す。

三沢市においても、ある２０代の母子家庭

の方からお話を伺ったのですが、その方は、

ことしの４月に子供が小学校に入学したこと

から、一たん仕事をやめなければならなくな

りました。その後、再び仕事を探したのです

が、幼い子供２人を育てているため、企業側

から敬遠されると言います。また、景気が悪

く、さらに雇用情勢の悪化もあり、１人の求

人募集に２０人の応募者が殺到するというこ

とで、とても母子家庭が入るすきがないと、

その方は言いました。

病気がちで手のかかる幼児を抱える女性

は、採用されにくいと伺いました。企業側に

とっても、子供の病気により休みがちになる

人を採用すれば、生産性が悪くなり、中小零

細企業では、それを補うための人材を雇い入

れする余裕がないのが現実であります。

このような現状の打開策として、国では、

子育てをしながら働く女性のためにさまざま

支援を始めています。雇用対策における支援

としては、両立支援レベルアップ助成金や中

小企業子育て支援助成金などがあります。現

在、障害者、高齢者、母子家庭の方を雇い入

れた場合に、国から企業に補助金が支給され

いていますが、その要件の中に、子育てしな

がら働きたい女性は対象になっていません。

小学校低学年まで子育てしながら働く女性も

対象にするべきだと思います。また、このよ

うな制度があるにもかかわらず、現場では生

かし切れていません。

そこで、三沢市としても、企業への子育て

支援の啓発を図るなど、独自の取り組みが必

要と考えますが、当市の考えを伺います。

次に、第３の質問、福祉問題における子育

て支援について伺います。

近年、急速な少子化、核家族化や都市化の

進展、女性の社会参画など、社会は大きく変

化しています。そうした中において、仕事と

子育ての両立を支えるためには、今や、社会

全体で取り組む姿勢が求められています。し

かし、現状はどうかといえば、職場では、子

供の急病による緊急な迎えに対応できず困っ

ている親御さんがいます。また、ほかの職場

の人たちに申しわけないと、肩身の狭い思い

で早退する親御さんもおります。

そこで、子供の急病に対応できる、緊急な

迎えや病院への送迎のサポートをする体制が

必要であると考えます。現在、育児に関して

相互援助を行う会員組織によるファミリーサ

ポートセンターという制度がありますが、そ

れらの活動を含め、当市としてどのような取

り組みをされているのか、伺います。

次に、第４の質問、駅前広場利用料等につ

いて伺います。

駅前広場駅東口駐車場は、地域住民の福祉

の向上と市街地の環境整備を図ることを目的

とし、三沢駅東口多目的広場整備事業とし

て、総事業費５億円ほどかけて整備された公

共施設であります。

私は、公共施設たるもの、多くの方々に利

用されてこそ存在意義があり、その利用に当

たっては、便利で喜ばれるもの、市民の利益

に結びつき、そして原則無料であるべきもの

と定義しています。しかし、現時点における
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駅前広場東口駐車場は、果たして多くの利用

者に喜ばれる施設になっているのか、また多

くの方々に有効に活用されているのか、大変

疑問に感じています。

といいますのは、昨年１０月の利用状況数

を見てみますと、１時間以内の無料駐車台数

は、１日平均で１４２台です。学生の送迎の

時間帯を含めた朝６時半から夜８時半までの

１４時間で割ると、１時間平均１０台程度で

す。そこで、実際にどの程度、東口駐車場が

利用されているのか現場で確認してみまし

た。まず、朝６時４７分発の電車の時間帯で

すが、学生を送る車は駅のロータリー沿いに

渋滞になっており、学生をおろすとすぐ走行

する車がほとんどで、駐車場を利用していた

のは２台程度でした。その込み合う時間帯が

過ぎて駐車場を見ると、駐車している車は４

台のみでした。先週の水曜日は５台でした。

日中も何度か調べてみましたが、多くて１５

台から１７台程度です。５５台駐車できるの

で、３割程度の利用状況になります。

青森、盛岡、仙台、東京への用事のため利

用されている方々から「駅に行くと、いつも

東口駐車場ががらあきになっている。それな

ら、長時間利用できるように駐車料金の負担

軽減をしてほしい。できれば無料にしてほし

い」という要望がありました。

駅周辺の民間駐車場に対し、民業圧迫にな

るので無料にはできないというのであれば、

民間の駐車場を月決め専用にしていただき、

それでも残った駐車スペースは市で借り入れ

し、広く利用していただくようにしてはどう

でしょうか。駐車場を私物化し何カ月も独占

する悪質な場合には、条例をつくってしっか

りと罰則規定を設ける、罰金を払ってもらう

などの対処をする。そのようにして、多くの

三沢市民や他の地域の方々が集まるよう、に

ぎわいのある地域づくりをしてはどうでしょ

うか。人のにぎわいがあるところには、経済

活動も生まれます。

また、最近注目されているパークアンドラ

イドというシステムがあります。自宅から自

家用車で最寄りの駅やバス停まで行き、車を

駐車させた後、バスや電車等の公共交通機関

を利用して目的地に向かうシステムです。都

市部や観光地などの交通渋滞の緩和のため採

用されているようですが、自家用車の発達し

た地方の場合には、駅や高速バス停留所に近

接して利用者用駐車場を設置し、利用者には

無料での数日駐車を認めるサービスを行うと

いう例がふえているそうです。この制度の利

点には、渋滞の緩和だけでなく、排気ガスに

よる大気汚染の軽減、二酸化炭素排出量の削

減といった効果も期待されているそうです。

このような考え方も取り入れながら、広い視

野で考察し、東口駐車場を無料開放してはど

うでしょうか。

そこで、伺います。

現在の駐車場利用状況と駐車料金の年間の

収益はどのくらいですか。公共施設という観

点から見直す必要があると思いますが、当市

の考えを伺います。

次に、駅前広場の利用状況について伺いま

す。

東口駐車場同様、駅前広場が広く利用者に

喜ばれ、活用されているようには見受けられ

ません。

そこで、伺います。

駅前広場の利用状況、利用収益はどのくら

いですか。また、広場は、市民の利益とサー

ビスに結びついてどのように活用されている

のか、当市の見解を伺います。

以上をもちまして、一般質問を終わりま

す。

ただいまの３番奥本○議長（馬場騎一君）

菜保巳議員の質問に対する執行部の答弁を求

めます。

市長。

おはようございま○市長（種市一正君）

す。

ただいまの奥本議員さんの御質問のうち、

基地問題については私から、その他について

は担当部長からお答えさせますので、御了承

願いたいと存じます。
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三沢基地における環境調査や燃料漏れなど

の実態について、三沢防衛事務所に最近１０

カ年の状況を確認したところ、三沢基地及び

三沢対地射爆撃場における環境に関する問題

としては、平成１８年に米軍の汚水処理施設

から悪臭がするという苦情が１件寄せられ、

米軍に申し入れた結果、原因は定期的清掃の

際に発生することが判明し、その後、強力な

脱臭装置の設置などによりまして改善が図ら

れたという事案が発生しているが、それ以外

は承知していないとのことでありました。

当市といたしましては、基地内において直

接的な監視活動あるいは情報収集などはでき

ませんが、市民生活や環境に影響を及ぼすよ

うな事態を招くことのないよう、日米連絡協

議会などの機会をとらえ、米軍及び航空自衛

隊に対しまして、環境に十分配慮するよう注

意を喚起してまいりたいと、このように考え

ております。

私からは、以上であります。

健康福祉部長。○議長（馬場騎一君）

子育て支援○健康福祉部長（宮古直志君）

についての御質問にお答えいたします。

核家族化が進む中で、男女が職場で十分に

能力を発揮しつつ、子供を産み育てながら安

心して働き続けられるような環境を整備して

いくことは、少子化対策として社会全体で取

り組まなければならない課題となっておりま

す。

市といたしましては、子育て家族の保育

ニーズに対応するため、保育所における障害

児保育、延長保育及び一時預かり保育の促進

や、児童館における放課後児童クラブの開設

等、子育て支援のための施策を推進しており

ます。また、三沢市保育事業研究会をはじめ

とする各関係団体等の御協力を得ながら、保

育及び子育てサービスの充実を図っていると

ころでございます。

御質問の子供の急病等、緊急時におけるサ

ポート体制の取り組みにつきましては、国の

次世代育成支援対策事業に基づき三沢ファミ

リーサポート事業を実施しており、この事業

は登録制による制度で、子育ての援助を受け

たい利用会員と援助を提供できる提供会員を

アドバイザーが仲介し、保護者の急用・急病

時あるいは病後間もない児童の預かりや、保

育施設への送迎等の支援活用を行っておりま

す。

平成２１年度の活動実績でございますが、

登録会員数は６５２名、９１１回の援助活動

を実施しております。

今後におきましても、働きながら子育てし

ている家族にとりまして、緊急時に活用でき

る子育て支援サービスでありますことから、

広く事業の周知を図るとともに、利用の拡充

に努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

経済部長。○議長（馬場騎一君）

議員さん御質○経済部長（米田光一郎君）

問の第２点目、雇用問題についてお答えいた

します。

議員さん御承知のとおり、女性の労働環境

に関しましては、雇用の分野における男女の

均等な機会及び待遇の確保等に関する法律、

いわゆる男女雇用機会均等法におきまして、

男女の均等な雇用機会及び待遇の確保を図る

とともに、女性労働者の就業に関して、妊娠

中及び出産後の健康の確保を図る等の措置を

推進することとされております。

同法３条では、国及び地方公共団体は、雇

用の分野における男女の均等な機会及び待遇

の確保を妨げている諸要因の解消を図るため

必要な啓発活動を行うものとすると規定され

ており、第９条では、婚姻、妊娠、出産等を

理由とする不利益的な取り扱いの禁止を規定

しております。このように、国、地方公共団

体、事業主それぞれの責務や役割等が同法律

に定められております。

しかしながら、子育てする女性の就業に関

しましては、出産に伴い職場に居づらくな

り、やむなく離職するというケースや、出産

後に再就職する際においても、小さな子供を

抱えている女性は休みがちになるという懸念

から、就職が厳しいなどの側面もあるのでは
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ないかと認識しております。

このような状況から、国では、各ハロー

ワークにマザーズサロンやマザーズコーナー

を設置し、総合的な就職支援を行っておりま

す。また、事業主に対しましては、育児、介

護を行う労働者の雇用の安定に資する措置を

講じた事業主等に対しまして、一定の条件の

もとではございますが、育児・介護・雇用安

定等助成金が支給される制度がございます。

当市では、平成１４年に、男女共同参画社

会実現のための指針として三沢ハーモニープ

ランを策定しております。その中で、労働の

場における条件整備を主要事業としてうた

い、啓発活動等に取り組んでまいりました。

また、働く女性の育児と仕事の両立を支援す

るためファミリーサポートセンターを設立

し、さらには、子育てサロンの開設により、

子育て中の悩みを相談できる場を提供してお

ります。

このように、子育てに対する女性の就労に

つきましては、男女共同参画の側面、福祉分

野の側面からも支援してまいりました。雇用

の側面についても、事業主に対して、商工会

とともに労働環境の改善に関する講習会やセ

ミナーあるいは支援活動を通じて、啓発活動

を実施してきたところであります。今後とも

継続してまいりたいと考えております。

以上であります。

建設部長。○議長（馬場騎一君）

駅前広場利用料○建設部長（中西敬悦君）

等についての第１点目、東口駐車場について

お答えいたします。

当該駐車場は、三沢駅利用者の利便性向上

のため、防衛省の補助金を用いて整備したも

のであり、５５台の自動車が駐車できる施設

でございます。

駐車場利用状況につきましては、２１年度

実績で、１日平均１６０台、年間収益は６４

５万４,６００円となっております。直近で

ある本年８月の状況は１日平均２２６台で、

８月１３日が最も多く、３８０台でした。利

用料金は、１日平均２万８９０円となってお

ります。

駐車料金につきましては、送迎等の短時間

の利用を想定していることから、１時間まで

は無料となっております。２１年度実績によ

ると、１時間以内の利用が約９割を占め、そ

の方々には無料で御使用いただいておりま

す。

料金の完全無料化を実施した場合、駅周辺

の民間駐車場への影響が大きいことや、無秩

序な長時間駐車が考えられ、送迎等の方々が

使用できなくなるおそれがあるため、料金の

無料化は、現在のところ予定しておりませ

ん。

次に、御質問の第２点目、駅前広場の利用

状況、利用収益についてお答えいたします。

東口イベント広場につきましては、２１年

度は古間木三社奉納祭りと青い森鉄道利活用

に関連するイベントの２回の使用実績があ

り、この２件は営利目的ではないことから、

使用料は無料でした。市といたしましても、

さらに多くの方々にこの広場を利用していた

だきたいと考えております。

今後も、市民の皆様に楽しんでいただける

よう、市からの提案も含め、イベント等の企

画・広報等に力を入れ、指定管理者とともに

努力してまいりたいと考えております。

以上でございます。

３番。○議長（馬場騎一君）

それでは、３点に○３番（奥本菜保巳君）

ついて再質問させていただきます。

まず、基地問題ですけれども、先ほど、こ

れまでの環境汚染の実態ということでお聞き

したのですが、平成１８年の１件のみと、そ

れだけということになるのでしょうか、まず

この１点。

それと、基地の環境に関する規定なのです

けれども、２０００年９月の環境原則に関す

る共同発表によって、在日米軍も環境保護及

び安全のために取り組まれ、日本環境管理基

準に従って行われているというふうになって

います。しかしながら、これは内部規定とい

うことで、その運用の実態というのは明らか
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にされていない。この基準の中には、騒音、

悪臭、土壌汚染、温暖化対策など、こういっ

た項目は含まれていないのです。ですから、

全くそのまま放任しているというか、監視で

きていないという現状です。

それでいいのかという問題になると思うの

ですが、自治体にとっては、基地は何よりも

生活と環境にかかわる問題です。環境省のＯ

Ｂの世一良幸さんという方が書いた本の中

に、幾ら軍用上の基地であっても、国民に環

境汚染による影響があるのであれば、しっか

りと対応しなければならないというふうに書

かれています。その方が言いますには、個々

の米軍基地で問題となっている環境関係の事

案は、事実関係を把握し、法律上の問題点を

整理して、必要に応じて基地に対する要求内

容を明らかにすることが必要だ。情報公開を

積極的に進めることが基地を抱える自治体と

してのあり方だと、このように言っていま

す。私も、全くそのとおりで、しっかりとこ

の対応をするべきだと思います。

先ほども言いましたけれども、射爆撃場の

ところでは不発弾がまだ海底に沈んでいるの

ではないのかと、そういうことも言われてい

ますし、しっかりとそういう対応が必要だと

思います。そのことについて、厳しい対応

を。

今、政権もかわりまして、日米地位協定の

中に環境の項目を加えようという動きもあり

ます。そういう観点からも、やはり三沢も基

地を抱え、たった１件というのも何か腑に落

ちないところがあります。実態も調査できま

せんし、立入調査もできません。そういうと

ころで、しっかりと監視するために、それな

りの対応をするべきだと思います。そのこと

についての答弁をお願いします。

次に、子育て支援について再質問いたしま

す。

まず、企業の子育て支援のことですが、さ

まざまな企業への補助金制度があって、実際

に三沢市でもそれを広く啓発しているという

ことでした。私は、労働局の雇用均等室に問

い合わせましたら、制度を活用している三沢

市の中小企業は余り多くはないというような

お話も伺いました。子育てしながら働く女性

の雇用を守るという観点からも、さらなる企

業への啓発が必要だと思います。

次に、子育て支援についてですが、ファミ

リーサポートセンターのことについて質問し

たいと思います。

現在は、これを利用する方々も多く、大変

ありがたく活用しているようです。しかし、

このファミリーサポートセンターですけれど

も、二つ問題があるように思うのです。一つ

は、費用がかかるので、低所得者にとって使

いたくても使えないという方がいます。そし

てもう一点は、病児や病後児の送迎に関して

は断られるケースが多い。ですから、その二

つの点について、しっかりと改善もしくは市

の援助が私は必要だと思います。そのことに

ついて再質問いたします。

次に、最後ですが、三沢駅前広場東口駐車

場について再質問いたします。

私が問い合わせしたところ、青森県１０市

の中で駅の駐車料金が有料なのは、青森市、

八戸市、弘前市の３市だけでした。弘前市は

人口１９万人、八戸市は２４万人、青森市は

３１万人。あとの７市はすべて無料でした。

十和田市は、病院や文化センターの駐車料金

は、１時間幾らという形ではなくて、１回１

５０円というようなことを言っておりまし

た。黒石市、五所川原市、むつ市は、病院以

外の公共施設の駐車場はすべて無料とのこと

でした。つがる市は、病院も含めてすべて無

料です。

ですから、余りにも悪質なケースにばかり

とらわれないで、もっと広く、例えば地域の

活性化も含めながら、しっかりと駐車料金と

いうものをもう一度見直す必要があると私は

思います。そのことについて伺いたいと思い

ます。

そして、駅前広場なのですけれども、見て

いても全く活用されていなくて、すごくイベ

ントがしづらい。あの施設空間自体に何か問
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題があるような、それを広場にしてイベント

をしろというほうがなかなか難しいのではな

いのかと思うようなつくりになっています。

その辺もどのように解決するのか。その辺も

駐車場にするとか、いろいろ市民に喜ばれる

広場にしていただきたい。そのことに関して

再質問いたします。よろしくお願いします。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

政策財政部長。

基地問題の○政策財政部長（澤口正義君）

再質問につきましては、私からお答え申し上

げたいと思います。

３点ほど御質問あったやに受けとめたとこ

ろでございますが、まず１点目。

実は議員さんの聞き取りに当たりまして、

この１０年間に汚染事故があったらというお

尋ねであったことを踏まえまして、前段の市

長の答弁になったわけでございます。今、大

変申しわけないのですが、残念ながら手元に

資料がございません。過去において、そう

いった事案が発生しているという事実はあり

ます。このことは申し上げたいと思います。

それから、２点目の環境問題のことでござ

いますが、ただいま議員さんからお話がござ

いましたように、地球的な汚染が言われてい

る中で、大変重要なことであることは当然で

ございます。

そういうふうなことを踏まえまして、１９

７３年、昭和４８年でございますけれども、

提供地に関するこういった事案につきまし

て、日米間におきまして申し合わせてござい

ますが、具体的に申し上げますと、日米地位

協定第３条に該当する部分でございます。

この中身につきましてかいつまんで申し上

げますと、環境問題というのは、提供地であ

ろうがそのほかであろうが、日米双方にとっ

て大変重要なことであるという視点から、こ

ういった事件が発生した際には、所定のルー

ルのもとに、我々市町村も含めた側に通報さ

れる体制となっておりまして、当然のことな

がら、私どももそれを守りながら、また、こ

ういった事案が発生しているかどうかという

ことについても、可能な限り現地を、基地内

ではないのですが、周辺を巡回することなど

も含めて実施してまいっております。このよ

うなことにつきましては、今後も継続してま

いりたいと思っております。

また、基地内で発生した事件・事故という

ものは、なかなか我々のほうに見えにくい部

分があるのですが、このことにつきましても

機会あるごとに、特に日米連絡協議会等々を

通じまして、市長のほうから強く情報公開、

情報提供を申し入れているところでございま

す。このことも、今後ともあわせて情報収集

に万全を期してまいりたいと考えておりま

す。

それから３点目、議員さんのお話のよう

に、特に米軍、自衛隊機も一部あるわけでご

ざいますが、トラブルによりまして燃料タン

ク投棄というのが非常に多いわけでございま

して、これまた漁協側から見ますと、過去に

おいても、何件も網の損傷の事例がございま

す。こういうことを踏まえまして、私どもは

米軍に対して、防衛局を通じまして、できれ

ば海底掃除をしていただきたいということを

何度も申し入れております。

また、仮に漁網等に損傷が生じた場合は、

市が中心となりまして積極的に米軍当局にか

け合いまして、補償を行っていただいており

ますことを申し添えまして、御答弁とさせて

いただきます。

健康福祉部長。○議長（馬場騎一君）

ファミリー○健康福祉部長（宮古直志君）

サポートセンターにつきましての再質問にお

答え申し上げます。

市といたしましては、働きながら子育ての

家庭を支援すべく、保育事業の充実を図って

おりますけれども、御質問の病児・病後児の

ことにつきましては、有資格者である看護師

等の問題、また、低所得者に対する費用の助

成等につきましては、さまざまな検討を要す

る事項が含まれておりますので、今後の検討

課題とさせていただきたいと思います。

以上でございます。
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経済部長。○議長（馬場騎一君）

雇用問題の再○経済部長（米田光一郎君）

質問にお答えします。

男女雇用機会均等法の趣旨を受けた国の制

度について、中小企業等の浸透率が特に低い

ということでございますので、今後、商工会

等と連携して、制度の啓発に取り組んでまい

りたいと考えております。

建設部長。○議長（馬場騎一君）

まず、先ほどの○建設部長（中西敬悦君）

再質問でございますが、他自治体の駐車場は

無料でありますということで、旧３市といっ

たところ、人口規模、利用規模の大きいとこ

ろに限って多いので、三沢市も倣って無料に

すべきではないかという再質問について、ま

ずお答えいたします。

あの駐車場を整備する前の段階では、台数

は今の半分以下でしたが、無料でした。その

無料のときは、個人使用として使われてい

る。特定の方だけが毎日使うという状況が発

生したことも、現駐車場整備の一つの要因と

なってございます。

現駐車場が有料化の供用開始をする前１カ

月ほど、無料で供用開始いたしました。その

結果は、収容台数は５５台でございますが、

今度は通路のほうに、定められた駐車位置で

はないところにとめられる方が非常に多くな

りまして、駐車場内の事故の危険性も増して

まいりました。そういったこともありまし

た。

先ほど、ロータリーのところで待ってい

らっしゃる方がというお話がございました

が、一応あそこは駐車しないでくださいとい

うことで、我々のほうで標識を出してござい

ます。事故を未然に防ぎ、なおかつ、駅前広

場の円滑な交通安全を考えますと、やはり

ロータリーにはとめないでいただいて、駐車

場にとめていただくのが一番安全と考えてお

りまして、そのためには、いつでもとめられ

るような状況を担保しなければなりません。

ですので、５５台、常に満車にするのがよい

かといいますと、そうでもないと考えてござ

います。

本来、駅に切符を買いに来たい、それから

送迎、駅に用事があって来られた方が常にと

められる状況を、我々としては現在目指して

ございます。

それから、２点目の再質問でございます

が、駅前広場の件でございます。

確かに、先ほど御答弁申し上げましたよう

に、２件の実績ということで非常に物足りな

く思っております。

まず、広場が使いづらいというお話でした

が、汎用性を持たせるため、いろいろなもの

に使えるようにしたいということで平場を多

く設置したわけでございまして、昨年度、青

い森鉄道利活用アクション事業というのが実

施されているのですが、青い森鉄道に関連し

て、今後、指定管理者さんとも協力して、三

沢市自体のＰＲにもつながるようなイベント

を何とか模索したいなというふうに現段階で

考えてございまして、あそこも駐車場に使っ

て無料にという考えは、現在持ってございま

せん。

以上でございます。

３番。○議長（馬場騎一君）

再々質問を１点さ○３番（奥本菜保巳君）

せていただきます。

駐車場のことですけれども、本来であれ

ば、今ロータリーに渋滞している方々のため

の駐車場だというふうにおっしゃっていまし

た。私が見た範囲では、数字では平均２２６

台というふうに出ているのですが、実際のと

ころ、夜８時過ぎに迎えに来ている方々は、

ほとんど利用されていないのです。幾ら目的

が送迎のためといっても、実際にはその目的

どおりに利用されていないのです。それが現

状です。

私が駅の周辺を見ると、無駄な空きスペー

スがあるのです。無駄というか、ここに駐車

させたらいいのではないのかと思うようなと

ころもたくさんあります。

前に、ある方が、食べ歩きで駅前のお店で

ほっき丼を食べたらしいのです。お店の前の
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駐車場がいっぱいだったので東口駐車場を利

用したというふうに、その方のブログに載っ

ておりまして、そういうふうな活用の仕方も

あるのではないか。そうすると、駅周辺にに

ぎわいを持たせて、また、そこの経済活動に

も貢献することができるのではないのかと思

います。

ですから、渋滞、それからそういう方々が

駐車できない、ずっと長時間利用する人たち

で占められるのではないかというふうな問題

点に関しては、もっと空きスペースを活用す

るべきではないか、そして、本当に利用した

い皆さんがとめられるような東口駐車場にす

るべきではないか。

黒石市に問い合わせましたら、１年も２年

もとめ置いている迷惑な車も確かにあります

と、職員の方が言っていました。その方に対

してどうするのですかと言ったら、とめない

でほしいというふうに注意を促すだけです

と、そういうふうな形で駐車場を利用してい

る。

三沢市もそういうふうな大きい気持ちで、

せこせこ、まるでとめさせないかのようなつ

くりで、ここにもとめられるのではないかと

いうスペースに立入禁止のようなものを張っ

ている。私は、公共施設はみんなに利用され

て喜ばれるものだと思っているので、どうし

てそういうことまでするのかなと常々不思議

に思っております。

悪質なものに関しては、条例をつくって

しっかりと罰する。それによって防ぐという

ような方法もあると思うので、ぜひとももう

一度見直すお考えがあるのか、伺いたいと思

います。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

建設部長。

駐車場の件につ○建設部長（中西敬悦君）

いての再々質問にお答えいたします。

悪質な場合につきましては条例を制定する

云々、これは一つの強制的な権力の執行にな

るわけで、できましたら、罰則規定とかそう

いったものを設けずに、節度ある公共施設の

利用を目指したいと思っております。

先ほど、無駄な空きスペースという表現を

されましたが、東口広場というのは、決して

すべてが駐車場用地ではございません。御存

じのとおり、周りにはベンチとかあずまや、

樹木がありますが、そちらで座ってちょっと

休んでおられる方を見たことがございます。

ただ、それをすべて駐車したい方だけのた

めに駐車場にしてしまうということは、全体

に対してのサービスを目的とする我々として

は、ちょっと極端過ぎる行動になるかと思い

ます。

したがいまして、先ほども申し上げました

が、駐車場の利用者の約９割は、１時間未満

の本来の使用方法で無料で使っていただいて

いるわけでございまして、実際問題、長時間

になりますと、周りの民間駐車場の利用を。

我々が聞きましたら、利用率４０％くらいだ

そうですので、長時間、安くとめたいという

場合は、駅周辺の民間駐車場のほうにもあき

があり、月決めに限らず、１日単位、２日単

位、１週間単位、いろいろサービスの形態が

あるようですので、ぜひそちらのほうを使用

なさっていただきたいと思います。

以上でございます。

以上で、３番奥本菜○議長（馬場騎一君）

保巳議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

２番瀬崎雅弘議員の登壇を願います。

おはようございま○２番（瀬崎雅弘君）

す。

みさわ未来の瀬崎雅弘が、通告に従いまし

て一般質問をさせていただきます。

質問に入る前に、議長のお許しをいただ

き、去る８月１２日に御逝去されました故附

田一市議会議員に対しまして、みさわ未来を

代表し、謹んで追悼の言葉を述べさせていた

だきます。

故附田議員は、皆様御承知のとおり、２期

約３年間の短い議員活動でありましたが、無

会派として、豊富な経験と実直な性格で、市

民のために積極的な議員活動を実施されると
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ともに、独特な感性による一般質問を毎回実

施され、市政発展のために大きく貢献されま

した。この活動は、我々若手議員のお手本と

なりましたことに感謝申し上げます。

また、故附田議員が、三沢市民のため、三

沢市のため、これまで尽力されました議員と

しての諸活動に敬意を表するとともに、故附

田議員の志を受け継ぎ、三沢市の発展のた

め、三沢市民のために全力を尽くす所存であ

ります。

ここに、謹んで哀悼の意を表し、心から故

附田市議会議員の御冥福をお祈り申し上げま

す。

それでは、一般質問に入らせていただきま

す。

まず最初に、防災関連について伺います。

毎年９月には、防災訓練が全国各地で実施

されています。これは、日本が地理的・自然

的条件から地震や大雨、台風などの自然災害

が発生しやすい国であり、１９２３年、大正

１２年９月１日に発生した関東大震災にちな

み、１９６０年、昭和３５年に、政府、地方

公共団体と関係諸機関をはじめ、広く国民が

台風、高潮、津波、地震等の災害についての

認識を深め、これに対する心構えを準備する

ため、毎年９月１日を防災の日として制定さ

れました。それ以降、この日を中心として、

毎年８月３０日から９月５日を防災週間と

し、全国各地で防災思想の普及、功労者の表

彰、防災訓練等、これにふさわしい行事を実

情に即して実施する防災訓練が行われるよう

になりました。

三沢市においても、市民の方の防災意識を

図るため、毎年、防災訓練を実施し、たくさ

んの市民の方がこの訓練に参加しておりま

す。

しかしながら、ことしの２月２７日にチリ

中部でマグニチュード８.８の地震が発生し

たことにより、翌日の２月２８日日曜日に津

波に対する避難指示が出されました。新聞報

道によると、避難指示が出された９都道府県

５３市町村の住民約４９万３,０００人のう

ち、自治体が公民館や公園などの避難所へ避

難が確認できたのは、わずか６.５％の約３

万２,０００人であり、１７年ぶりの大津波

警報が出された青森、岩手、宮城の３県の３

６市町村に限っても、避難対象の住民約３３

万８,０００人のうち、避難所で確認できた

のは７.５％でありました。大津波警報が発

令された自治体で避難率が最も低率だったの

が三沢市で１.７％、最高は、岩手県田野畑

村の８３.９％と報道されました。

幸いにして、予想された津波は大したこと

がなく、被害もなかったのですが、三沢市は

過去に大規模な地震津波災害を経験し、多く

のとうとい市民が犠牲になりました。特に、

明治２９年の明治三陸地震津波と昭和８年の

昭和三陸地震津波では、甚大な被害を受けて

います。

三沢市の津波防災マップは、この２件の被

害をもとに津波の浸水状況を予測し作成さ

れ、市民の皆様に周知しておられると思いま

すが、今回の大津波警報での避難率はわずか

１.７％でありました。毎年、たくさんの市

民の方が防災訓練に参加しておられますが、

訓練のための訓練になっておりませんか。本

当に防災意識の高揚が図られているのか、疑

問を感じます。

そこで、次の点について伺います。

まず１点目は、市は、三沢市地域防災計画

に基づき津波避難計画を策定し、市民の皆様

に、防災マップ等によりその計画を徹底され

ていると思いますが、今回、１７年ぶりに大

津波警報が出されたのに避難率が１.７％に

とどまった理由について、市としてどう考え

ておられるのか伺います。またあわせて、今

後どのような対応をするのか伺います。

２点目は、避難所に対する情報提供体制は

どうなっているのか伺います。

現在、三沢市として、第１次避難所は公

園、校庭等が指定され、第２次避難所は学校

等が指定されています。避難所において災害

情報が入手できなければ、避難した市民の方

は不安であります。非難した方にとって一番
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知りたいのは、時間とともに変化する最新の

情報です。

三沢市地域防災計画には、避難所への情報

提供について、避難所への情報ルートを確立

し、伝達手段、掲示板、広報紙、電話、ファ

クス、インターネットのホームページや電子

メール等を確保して、必要な情報を提供する

とあります。今回の大津波警報での避難所へ

の情報提供はどうされたのか伺います。

また、避難所への整備について、テレビ・

ラジオ等による災害情報の入手に資する機器

の整備を図るとあります。来年７月にはテレ

ビの完全デジタル化となりますが、避難所等

におけるテレビ等の整備について、市として

どのように取り組んでいくのか伺います。

次に、環境問題について伺います。

平成２０年三沢市議会第４回定例会で、加

澤議員さんが質問された家庭系ごみの有料化

について伺います。

この質問に対する答弁で、副市長は「有料

化を実施することにより、ごみの排出者責任

がより明確になるほか、市民のごみ問題に対

する意識が一層高められ、最終的にはごみの

総体的な抑制につながることから、三沢市廃

棄物減量等推進審議会から有料化の答申をい

ただき、市としては、いずれ導入しなければ

ならない問題であるが、昨今の経済情勢が極

めて不安定な状況にあり、諸物価の高騰によ

り市民生活が圧迫されている中で、より慎重

に検討しなければならないので、現時点では

明確な有料化の導入時期はお知らせできな

い」と答弁されました。あれから約２年たち

ます。家庭系ごみの有料化の検討状況につい

て伺います。

また、事業系ごみの有料化は、平成１８年

度から実施されていますが、事業系ごみの年

度ごとの事業者数と排出量の推移について伺

います。

最後に、福祉問題について伺います。

三沢市総合振興計画の六つの基本方針であ

る「健康で助け合うまちづくり」の中に、福

祉の充実があります。その中に障害者福祉の

充実を掲げ、目指す姿は、ノーマライゼー

ションの理念のもと、障害のある人が質の高

い十分な生活支援サービスを受けることがで

き、地域で自立し、安心して暮らせるとう

たっております。

青森県においては、既に、県南、津軽、東

青、そして下北の４地区において、障害者の

雇用促進と就労の安定を目的とした就労支援

組織があり、事務所や保護者、学校、関係機

関等が連携を図りながら、現場実習先の開拓

や研修会、学習会開催等の事業を行い、成果

を上げています。このように、障害者の豊か

な生活を実現するためには、雇用促進と就労

の安定を図っていく組織的な取り組みが必要

不可欠であります。

三沢地区においても、ことし６月にやっと

各種関係団体や障害のある子供さん・親御さ

んが中心となり、三沢地区障害者就労支援連

絡会が設立されました。その目的は、障害者

の社会自立に寄与することであります。

障害のある人が地元で暮らし、就労すると

いうことはとても重要なことでありますが、

国の施策として職親制度があります。三沢市

の職親委託事業は、県に登録が完了した事業

者が２カ所、委託契約件数は３件と聞いてい

ますが、障害者のある人を受け入れ、雇用し

てくれる企業はまだまだ少なく、障害がある

人たちの就労はいまだ厳しい状況にありま

す。

障害のある子供を持つ親御さんが一番心配

していることは、子供の将来のことです。親

が面倒を見られるときはまだよいかもしれま

せんが、親が高齢となり面倒を見られなく

なったときに、この子はこれからどうやって

生活していくのかが心配です。そのために

も、就労による障害者の社会自立が重要であ

ります。そこで、三沢市の特色を生かした三

沢市独自の障害者雇用制度に取り組まれては

いかがですか。

三沢市は自然豊かな地域であり、農業や漁

業が盛んなまちであります。農業において

は、主な農作物として、全国一の作付面積を
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誇るゴボウをはじめ、ナガイモ、大根、ニン

ジンなどを生産しています。漁業において

は、水揚げの多い水産物としては、スルメイ

カ、ホッキ貝、サケ、ヒラメなど、多くの特

産物を出荷しています。また、三沢市は冬季

においては降雪があります。近年は、降雪も

年々少なくなってきていますが、除雪が必要

不可欠な地域であります。

このように、三沢市は、年間を通じ市の特

色を生かせば、雇用する場はあり得ると思い

ます。ＪＡおいらせ、三沢市漁業協同組合等

の協力支援を受け、障害のある方に就労の場

を提供されてはいかがですか。三沢市の特色

を生かした雇用並びに就労ができれば、障害

のある方の社会自立に寄与することが可能で

はないでしょうか。三沢として、ＪＡおいら

せ、三沢市漁業協同組合等との連携を図りな

がら、三沢市の特色を生かした三沢市独自の

障害者雇用制度について、市の考えを伺いま

す。

以上で、私の一般質問を終わります。答弁

をよろしくお願いいたします。

ただいまの２番瀬崎○議長（馬場騎一君）

雅弘議員の質問に対する執行部の答弁を求め

ます。

市長。

ただいまの瀬崎議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、防災関連については私

から、そのほかについては担当部長からお答

えさせますので、御了承願いたいと存じま

す。

お話がありました南米チリで発生いたしま

した大地震によりまして、本年２月２８日の

日曜日午前９時３３分に、当市を含む太平洋

沿岸に大津波警報が発令されました。９時３

５分、直ちに警戒対策本部の設置を指示し、

防災行政用無線、マックテレビ、防災メール

を活用し注意喚起を促したところでありま

す。また同時に、避難所の開設を関係課に指

示した後、１０時３０分、大津波対策本部を

設置し、避難勧告から避難指示に切りかえ、

沿岸地区に配置してある消防団、消防署及び

広報広聴課と総務課において、避難広場及び

避難誘導に対応したところであります。

御質問の避難率につきましては、当市の避

難対象者数４,３８２名中、実際に避難所に

避難した市民が７５名であったことから、避

難率１.３％と発表されたところでありま

す。この数値には、言いわけということでは

ないのですが、日曜日であったことから外出

中で、家に不在であった市民、あるいは自発

的に内陸部の親戚の家に避難した市民もあっ

たというようなことで、そのことが含まれて

いないと推定されることから、実数を反映し

たものとは言いがたいこともあります。

さらには、当市を含めた避難指示または避

難勧告が発令された地域住民を対象とした国

のアンケート調査があったわけであります

が、それによりますと、約４割弱の住民が避

難行動をしていたことが推定されておりま

す。

しかしながら、大津波警報発令とともに、

確実に避難する態勢の構築が重要であります

ことから、思い込みや自己判断を捨てて、迅

速な避難行動をとることが被害の軽減につな

がるものと考えており、市民に対し、さらな

る普及啓発を図ってまいりたい、このように

考えております。

次に、避難所に対する情報提供体制につい

てでありますけれども、今回は、避難所開設

とともに、市職員並びに消防団員を配置しま

して、携帯電話、マックテレビ及び防災メー

ルにより情報提供したところでありますが、

御質問のテレビの完全デジタル化への対応に

つきましては、特に避難所において、災害時

に最も身近な情報源としてテレビの活用が重

要でありますことから、現在、完全デジタル

化に向けまして対応を進めているところであ

ります。

私からは、以上であります。よろしくお願

いいたします。

民生部長。○議長（馬場騎一君）

御質問の環境○民生部長（野々宮忠良君）

問題についてお答え申し上げます。
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家庭系ごみの有料化につきましては、平成

１５年の三沢市廃棄物減量等推進審議会にお

いて、社会経済状況の検討を要する旨の回答

をいただいたところであり、その実施時期に

つきましては、平成２０年第４回定例会にお

きまして、「経済情勢が極めて不安定な状況

にあり、諸物価の高騰により市民生活が圧迫

されている中で、より慎重に検討しなければ

ならない問題であると考えており、現時点で

明確な有料化の導入時期についてお知らせで

きる段階にはございません」との答弁をさせ

ていただいたところであります。

以来、今日まで厳しい経済不況が続いてい

ることから、実施を見送ってきているところ

であり、現時点におきましても、具体的な導

入時期のスケジュールを検討する状況にない

ものと考えております。

しかしながら、ごみの減量化や最終処分場

の延命、さらには受益者負担の公平の観点か

ら有料化の導入は必要な施策であり、今後、

経済情勢が安定し、市民の理解が得られる環

境が整った段階で提案させていただきたいと

考えております。

次に、事業系ごみの事業者数と排出量の推

移でございますが、有料化を実施いたしまし

た平成１８年度は、搬入事業者数８０８事業

所で排出量は５,３０１トン、平成１９年度

は８７９事業所で排出量は５,３４０トン、

平成２０年度は１,００８事業所で排出量は

５,２９９トン、平成２１年度は１,０４３事

業所で排出量は５,２２３トンとなっている

ものでございます。

以上でございます。

健康福祉部長。○議長（馬場騎一君）

福祉問題に○健康福祉部長（宮古直志君）

ついてお答えいたします。

近年、障害のある方の就労意欲は急速に高

まっており、国においては、障害のある方が

職業を通じ誇りを持って自立した生活を送る

ことができるよう、障害者雇用対策が進めら

れております。障害のある方の雇用対策とし

ては、まず、企業に対しては障害のある方を

一定の割合で雇用することを義務づけており

ます。この基準を満たさない企業からは納付

金を徴収し、また、雇用義務数より多く障害

のある方を雇用する企業に対しましては助成

を行っております。

市といたしましては、一般企業等へ就労を

希望する方や、一般企業等での就労が困難で

も働く意欲がある方には、知識や能力の向上

のために必要な訓練を行う施設を利用するた

めの相談や手続等、就労意向支援事業を実施

しております。

今後におきましては、議員さん御承知の職

親制度及び相談支援事業者や福祉サービス事

業者から構成され、障害のある方の相談・支

援等を行う三沢市自立支援協議会のネット

ワークを活用し、また、障害福祉の啓発を目

的に設立されました、先ほど議員さんのお話

がありました三沢地区障害者就労支援連絡会

等、福祉団体と連携をとり、障害のある方の

就労支援を進めてまいりたいと考えておりま

す。

御質問の障害のある方に対する雇用につき

ましては、ＪＡおいらせ及び三沢市漁業協同

組合と話し合いをしたところ、仕事の内容と

障害の程度を考慮した就労も可能であるとの

積極的な御意見もいただいておりますので、

これらを参考にしながら、ハローワークとも

連携をとり、今後とも雇用促進に努めてまい

りたいと考えております。

以上でございます。

２番。○議長（馬場騎一君）

御答弁どうもありが○２番（瀬崎雅弘君）

とうございました。

何点か再質問させていただきます。

まずは、防災関連につきまして、今回の避

難率１.７％にとどまった理由につきまして

は、市長さんから御答弁いただきましたけれ

ども、私は、避難率が低かったというのは、

行政と市民の方の認識の相違かなというふう

に思っております。

例えば、避難指示が発令された地域の方は

防災マップにおいての被害状況を知っておら
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れます。したがって、同じ避難指示を出され

た地域であっても、防災マップ以外のところ

に住んでいるということで、避難しなくても

いいかということがありますので、そういう

認識の相違について、もっと防災マップの活

用の仕方を明確に市民の方にお知らせする、

もしくは理解してもらうということが重要か

と思いますので、防災意識の高揚のための説

明を積極的にやっていただきたいと思いま

す。その点、市としてどう考えているのか伺

います。

あともう一つ、防災関連につきましては三

沢市の防災組織について伺いますけれども、

三沢市の防災会議条例を見ますと、会長は市

長、委員は、指定地方行政機関の職員、青森

県知事部内の職員、青森県警察の警察官及び

指定公共機関または指定地方公機関の職員の

うちから市長が任命する者、市長がその部内

の職員のうちから指名する者、教育長、消防

長及び消防団長となっています。委員の方は

それぞれ通常の業務がありますので、条例に

規定されている事務、三沢市地域防災計画を

作成及びその実施を推進するとありますが、

今回の避難率の調査について、だれが、い

つ、どのような調査をされたのか伺いたいと

思います。

ごみ問題につきましては、現時点では、有

料化の時期は未定だということでありますけ

れども、平成１９年３月に作成されました三

沢市一般廃棄物処理基本計画に示されたごみ

減量の数値目標について伺いたいと思いま

す。

ごみ減量の数値目標は、平成１７年の数値

より、市民１人当たりのごみ排出量を年間６

００グラム以下に削減、資源化率を１１.３

％に引き上げる、最終処分量を３,３４０ト

ン以下に減らすとあります。長期目標として

は平成２８年度、平成２１年度は数値の短期

目標年度に当たっております。この数値につ

いて、今現在、計画どおり進捗しているかど

うか、伺いたいと思います。

さらに、ただいま答弁いただきました事業

系ごみの事業者数についてでありますけれど

も、三沢市が持っています事業者は、企業統

計調査表から、平成２１年度の事業者数は

２,０４８件となっております。ただいま答

弁いただきました２１年度は１,０４３件と

いうことで、かなり差があると思うのですけ

れども、どちらの事業者数が正しいかはよく

わかりませんが、例えば、統計調査表による

事業者数で見ると、ごみ排出量の達成率が低

くなると思います。事業系ごみが家庭系ごみ

へ流出している可能性があると思うので、そ

の点については市としてどう考えているの

か、伺いたいと思います。

福祉問題につきましては、今後いろいろな

ところと連携を図っていただけるということ

でありますので、ぜひ実現に向けて御努力を

お願いいたします。要望でございます。

以上、２点について再質問させていただき

ます。

市長。○議長（馬場騎一君）

お答えいたしたいと○市長（種市一正君）

思います。

先ほど私は、避難率１.７と言ったと思っ

たのですが、１.３ということで、１.７に訂

正します。

それから、避難の問題については、行政と

市民に非常に乖離があったのではないかとい

うことであります。私も陣頭指揮しておりま

して、いろいろ現場とのやりとり、さらには

指示等の中において、確かにそういう問題が

あったと認識しております。

というのは、私もそうですけれども、津波

が初めは大きく来るのではないかなと思って

いたら、後で大きくなるのだという話もあっ

て、もう大丈夫だということで、我々は忙し

いのだからもういいのではないのかというよ

うなやりとりもあって、事の重大さを認識し

ていない面もたくさんあったと思っておりま

す。おっしゃるようなことで、今後、そうい

う重大さをしっかりと植えつけるべく指導し

ていきたいと思っております。

以上であります。
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総務部長。○議長（馬場騎一君）

それでは、防災○総務部長（工藤智彦君）

関連の再質問にお答えいたします。

避難の認識の差についてでございますけれ

ども、市では現在、津波ハザードマップを作

成しておりまして、これは最大遡上高約６

メートルを想定しておりますけれども、国道

３３８号より海側が浸水することを想定して

おります。これによりまして、国道より内陸

側の住民の方々は、避難しなくてもいいので

はないかというふうに考えたと思われます

し、あるいはまた、津波を経験した方でも、

到達した津波の大きさがそんなに大きくな

かったということで、避難をしなくていいと

いうふうに考えた方もいたのではないかと考

えております。そういうことで、差があった

のではないかというふうに考えております。

それから、防災意識の普及につきまして

は、ただいま申し上げました避難対象区域は

沿岸にあるすべての地区でありまして、具体

的には三川目から天ヶ森までの区域でありま

す。また、ハザードマップの浸水区域はもち

ろんのこと、それ以外の区域も当然含まれて

まいります。

ただ、ハザードマップで想定されている浸

水区域を越えて津波が来るということも十分

考えられますので、今後、ハザードマップの

周知につきまして、ホームページ、市役所ロ

ビー等で公表しておりますけれども、さらに

地域自主防災訓練等でも活用を進めてまいり

たいというふうに考えております。

それから、防災意識の普及啓発のための各

種研修でありますとか、地域の防災力向上の

ために実施している地域自主防災訓練をさら

に充実させまして、市全体の防災意識の向上

を図ってまいりたいというふうに考えており

ます。

それから、避難率は、市及び県として発表

したものではなくて、マスコミの方々が、市

及び県で発表いたしました避難対象人口ある

いは指定避難所への避難者数から導き出して

発表したものであります。

以上でございます。

民生部長。○議長（馬場騎一君）

環境問題の再○民生部長（野々宮忠良君）

質問についてお答え申し上げます。

まずはじめに、平成２１年度の短期計画目

標値の達成状況でございますが、一般廃棄物

処理基本計画で定めております平成２１年度

短期目標の達成状況は、目標値が平成１７年

度の実績を指標として有料化を実施した場合

の設定でございますので、この辺のところを

御理解いただきたいと存じます。

市民１人当たりの排出量につきましては、

平成２１年度実績で７０７グラムとなり、平

成１７年度の７５４グラムと比較し４７グラ

ム削減することができましたが、目標値であ

ります６００グラムには及んでおりません。

次に、資源化率につきましては、平成１７

年度の９.３％に対し、２１年度実績では１

０.１％となり０.８％上がっているものの、

目標値の１１.３％には届いていないのが実

情でございます。

最終処分量につきましては、平成１７年度

が３,３８０トン、平成２１年度の実績が２,

９２５トンとなり、目標値の３,３４０トン

を達成しております。

次に、２点目の事業者数及び団体数につき

ましては、総務省が５年に１度実施しており

ます平成１８年度事業所・企業統計調査で

２,１６２事業所となっております。しかし

ながら、事業系ごみの排出に係る事業者数に

つきましては、例えば同一ビル内に複数の会

社が入居し、ビル管理会社やオーナーが一括

して収集業者と契約している場合や、同一事

務所で複数の会社の事務を取り扱っている場

合などがあり、総体的な事業者数としては少

なくなっているものと考えております。この

ことから、現実的な数値として、当市の上水

道の営業契約数であります約１,７００を事

業系ごみの排出業者数として認識していると

ころであります。

次に、３点目でございます事業系ごみの家

庭系への排出につきましては、これまでも広
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報みさわ、マックテレビ、チラシ、さらには

事業所を訪問するなど、さまざまな啓発活動

に努めてきておりまして、今後とも事業系の

ごみの排出事業者数の改善に向けて、引き続

き啓発活動に取り組んでまいりたいと考えて

おります。以上でございます（発言する者あ

り）

失礼いたしました。総排出量でございます

が、平成１７年度の数値といたしまして１万

７,７８９トンに対し、平成２１年度は１万

５,８９１トンの実績となり、排出量を１,８

９８トン程度削減できましたが、目標の１万

４,７２０トンには達していない状況であり

ます。

以上でございます。

２番。○議長（馬場騎一君）

最後に、２点お願い○２番（瀬崎雅弘君）

いたします。

今回、防災関連で調査されましたが、三沢

市防災条例に基づく防災組織の委員の方は、

恒常業務を持っておられて、防災関連に専門

的に携わるというのは難しいかと思います。

そこで、三沢市は航空自衛隊があるという

ことで、北部航空方面隊は災害派遣の要請

元、３空団も地域の防災関連についてもやっ

ていますので、専門の方がおられるというこ

とであります。

そこで、退職自衛官の中には、防衛の中枢

や幕僚として部隊の運用や訓練等にかかわ

り、計画作成に携わった経験を有して、防災

危機管理に関する企画立案能力や管理能力に

すぐれた者がおります。このような人を防災

関連の専門官として市に配置してはいかがか

と思いますので、そういう考えがあるかどう

か、伺いたいと思います。

２点目のごみの排出量につきましては、先

ほど２１年度の実際の数値をいただきました

けれども、短期目標をすべて上回っていると

いうことでありますので、それは非常にいい

ことと思います。今後とも御努力いただきた

いと思います。

現在、ごみ集積かごに補助金を出されてい

るというふうに伺っておりますが、ごみ集積

かごを設置できない町内会の方はごみネット

を使用している。しかしながら、今、使って

いるごみネットは目が粗く、カラスがその目

からごみを出したりして、カラス対策になっ

ていないと思いますので、家庭系ごみの有料

化が進まないのであれば、できればカラス対

策に対応したごみネットにも補助金を出すお

考えはないかどうか、最後にお伺いします。

以上、２点お願いいたします。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

総務部長。

現在、当市では○総務部長（工藤智彦君）

市長を補佐する防災専門官を置いておりませ

んが、消防大学校において、危機管理セミ

ナー等を修了した消防活動の実動部隊の長で

あります消防長が、その役割を果たしている

というふうに考えておりますので、現段階で

は、退職自衛官を防災専門官として置く予定

はありませんので、御理解いただきたいと存

じます。

以上でございます。

民生部長。○議長（馬場騎一君）

環境問題の○民生部長（野々宮忠良君）

再々質問にお答えいたします。

ごみネットの補助につきましては、今後、

検討させていただきたいと存じます。

以上でございます。

以上で、２番瀬崎雅○議長（馬場騎一君）

弘議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

７番天間勝則議員の登壇を願います。

みさわ未来の天間勝○７番（天間勝則君）

則、通告に基づいて順に質問させていただき

ます。

それでは、最初の質問であります。

十和田観光電鉄の駅舎は大分老朽化が進ん

でおり、強度の地震に耐えられるか心配する

わけでありますが、万一のことがあれば大き

な問題になりかねません。迅速な対応が必要

だと思います。

野坂議員が昨年第３回定例会において質問
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しました十和田電鉄三沢駅乗り入れでありま

すが、三沢駅を共用することで利用者の利便

性が図られ、安心・安全な利用ができると考

えます。また、いろいろな相乗効果も期待で

きると思うわけであります。

１２月には、青い森鉄道に移管されること

が決まっております。その中で、野坂議員の

質問に対しての執行部の答弁は、関係機関と

必要課題の一つとして検討してまいりたいと

のことでありました。その後の進捗状況はど

のようになっているのか、報告していただき

たいと思います。

２次交通として、西口に大型バスの駐車帯

の確保も必要だと思いますが、現に東口が東

京行き高速バスの発着場所になっておりま

す。駐車場もなく、路上駐車で対応している

ところであります。また、三沢駅からの団体

客迎えのバスが何台も路上で待機している現

状であります。これらを解消するために、東

口のイベント広場を開放するべきだと考えま

す。大型バスで四、五台は駐車可能ではない

でしょうか。

イベント広場で、年間何回利用されている

のか、先ほどの答弁の中で、２１年度は２回

ということであります。そのように、決まっ

たイベントであれば、その日は催事で利用す

ればいいと思うわけであります。まずは有効

利用すべきだと考えます。そして、三沢駅利

用促進のためにも、速急に三沢駅周辺整備に

取り組むべきだと考えます。

それでは、質問に入らせていただきます。

三沢市は、要望事項として、青い森鉄道へ

の移管に伴う三沢駅周辺整備について、利用

者の利便性の向上と安全確保を図るため要望

しておりますが、現に十和田電鉄の駅舎は築

５０年以上もたっており、公共の場として危

険な状態であると思われます。ぜひこの機会

に、十和田電鉄駅舎を現ＪＲ三沢駅と共用で

きるよう早急に要望し、利便性と安全性を図

られるよう努力すべきだと考えます。また、

東口前のイベント広場の利便性を図るため、

有効利用すべきだと考えますが、当局の考え

を伺います。

２問目、国際交流についてであります。

三沢市は「安らぎと潤いのある国際色豊か

な文化都市」の構築を目指し、あらゆる社会

環境の変化に対応できる国際感覚を身につけ

た人材育成に力を入れてきていると思いま

す。近年においても、基本理念として「人と

まち みんなで創る 国際文化都市」を掲

げ、ウエナッチバレー友好使節団と相互交流

を中心とする国際交流を進めてきておりま

す。また、そのほかにもいろいろな形で国際

交流を支援・推進なされているわけでありま

す。その中で、三沢市立第五中学校において

も、台湾台北市の天母中学校と姉妹締結をし

て、生徒相互の交流が行われております。

この事業は、五中の前校長の楢崎氏が、１

２年前に国際理解教育の推進を掲げ、国際人

としての経験と知識をはぐくみ、２１世紀に

生きる日本人として望ましい豊かな国際感覚

を身につけるとともに、世界の人々と共存共

栄をしていく資質を養い、国際社会に貢献し

ようとする意欲や態度を育成し、国際的資質

を向上させることを目的に始めた事業であり

ます。しかし、ことし５月に楢崎氏が他界

し、この事業を牽引していく大きな力を失っ

たわけであります。

楢崎氏は、五中の校長を退職後、後任の校

長の方々に理解を求め継続されてきた事業で

あり、また、御承知と思いますが、支援団体

として梅桜の会を組織して、それぞれ地域関

係各位と台北市民との交流を深めながら協力

してまいりましたが、梅桜の会会長をはじ

め、今後、校長がかわればこの事業が継続で

きるか不安であるとのことであります。

確かに、教職員の負担もいろいろあると思

います。しかし、この事業では、中学校同士

の交流はもちろんでありますが、市民同士の

交流も親密になってきております。このこと

を踏まえ、質問させていただきます。

三沢市立第五中と台湾台北市の天母中学校

が相互の交歓事業を行っておりますが、関係

する団体から、この事業が継続できるか不安
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であるとのことです。三沢市としても国際交

流を推進していることから、五中に対して、

交歓事業が継続できるよう支援・協力してい

くべきだと考えますが、当局の考えを伺いま

す。

以上、２点の質問であります。御答弁をよ

ろしくお願いいたします。

ただいまの７番天間○議長（馬場騎一君）

勝則議員の質問に対する執行部の答弁を求め

ます。

市長。

ただいまの天間議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、三沢駅周辺整備に関す

るＪＲ三沢駅と十和田観光電鉄三沢駅との共

用については私から、そのほかについては担

当部長などからお答えさせますので、御了承

願いたいと思います。

三沢駅及びその周辺は当市における公共交

通の要衝でありますが、現在の三沢駅は、大

型バスの発着所や歩道など、用地幅が狭隘で

十分確保されていないことから、利用者に不

便を来しているとの思いを持っているわけで

あります。このことから、本年、検討を加え

た結果、三沢駅周辺の整備に向けた取り組み

として、平成２３年度重点事業要望に「青い

森鉄道への移管に伴う三沢駅周辺整備につい

て」の項目を新たに加えまして、去る７月２

６日、三村知事に対して、県をはじめとする

関係機関との協議を進めたい旨を要望したと

ころであります。

議員さん御指摘の十和田観光電鉄三沢駅

は、十和田観光電鉄が、まさに昭和３９年に

県下初の三沢観光センターとして建設して以

来、これまで多くの住民や学生などに利用さ

れてまいりましたけれども、４６年という長

い歳月のもと、非常に老朽化が顕著になりま

して、公共性の高い施設として、安全面から

も改築の必要性を認めるところであります。

利用者が年々減少している現在、経営状況の

見通しから、十和田観光電鉄としても、自己

資金での建てかえなどは困難な状況にあると

のことでありました。

当市といたしましては、今後、両駅の共用

を含めた幅広い考えと整備に係る費用対効果

を視野に入れつつ県への要望を重ねるととも

に、青い森鉄道及び十和田観光電鉄などの関

係機関並びに地元住民の方々の意見も踏まえ

ながら、その整備手法について検討してまい

りたい、このように考えております。

私からは、以上であります。

建設部長。○議長（馬場騎一君）

第１点目、三沢○建設部長（中西敬悦君）

市駅周辺整備についてのうち、東口前のイベ

ント広場についてお答えいたします。

東口イベント広場は、多目的に使用できる

広場として、防衛省の補助金を用いて整備し

たものであります。

当該広場をバスの待機場所にも使用できる

ようにするには、施設の改修が必要となるこ

とや、本来の目的であるイベントの開催日に

は待機場所として使用できなくなり、バス利

用者やバス会社への影響が大きくなることが

考えられます。このようなことから、東口イ

ベント広場につきましては、本来の目的のと

おり、市民の皆様に多目的に使用していただ

くために、市からの提案も含め、企画及び広

報活動等に力を入れるよう、指定管理者とと

もに努力してまいりたいと考えております。

以上でございます。

教育長。○議長（馬場騎一君）

天間議員さんの御○教育長（吉田 健君）

質問の三沢市立第五中学校と台北市立天母国

民中学との国際交流についてお答え申し上げ

ます。

御承知のとおり、当市の国際交流事業は、

ミス・ビードル号による人類初の太平洋無着

陸横断飛行５０周年を契機に、着陸地である

アメリカ合衆国ワシントン州ウエナッチ市と

昭和５６年に姉妹都市を締結し、さらには、

７０周年に当たる平成１３年に東ウエナッチ

市と姉妹都市を締結いたしました。このよう

に、当市の国際交流事業は、三沢市にとって

重要な役割を果たした歴史的交流を起点とし

現在に至っております。
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御質問の当市第五中学校と台北市立天母国

民中学との学習交流につきましては、平成１

２年度に、当時第五中学校へ赴任した楢崎校

長が、生徒が広い視野で物事を考える力を身

につけることを目的に、地域住民の全面的な

協力と支援団体である梅桜友の会との交流の

推進を図ってきたと伺っております。平成１

４年度には、特色ある学校づくりを推進する

ために、総合的な学習の時間を活用し、国際

交流活動や郷土理解などを自校の三沢五中の

教育課程に位置づけ、きょうまで継続してき

たことは、生徒の国際化に対する啓発はもち

ろんのこと、将来を担う人材育成に多大な貢

献をしてきたものと推察するところでありま

す。

申し上げるまでもなく、三沢市総合振興計

画では「人とまち みんなで創る 国際文化

都市」を基本理念とし、六つの基本方針の中

の教育分野で、国際交流活動の推進と外国の

多様な文化への理解、つまり異文化理解を推

進することとしております。

このようなことから、第五中学校と台北市

立天母国民中学との学習交流につきまして

は、関係者の皆様から今後の事業計画などを

十分に伺った上で、三沢市教育委員会がどの

ようにかかわっていくことが適切なのか、こ

れまでの対応、経緯も含め、市当局と協議し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

７番。○議長（馬場騎一君）

それでは、再質問さ○７番（天間勝則君）

せていただきます。

十和田電鉄と三沢駅との共用に対しては、

前向きに検討していただけるということです

ので、これもまた利便性が図られると思うこ

とから、早急に重要事項として検討していた

だきたいというふうに思います。

東口のイベント広場でありますが、先ほど

奥本議員のお話もありました。それはできな

いということで、全く同じような答弁であり

ました。１年間に２回しか使われていないと

いうようなことで、これから広報活動をして

いろいろふやしていきたいということはある

のでしょうけれども、なかなか難しいのでは

ないかというふうに思いますし、民間でした

ら、恐らくそういう部分を有効利用して、何

かしらの形で利益を上げるようにしていくと

思います。

行政としても、今、最少の経費で最大の効

果を求められている時期であります。そうい

う意味から、今せっかく東京に向けた高速バ

スが発着しているわけでありますから、そう

いった部分も少し考えていただいたほうがよ

ろしいのではないかというふうに思いますの

で、役所的なそういう返答ではなくて、今後

何かしらの形で考えていくということはない

のでしょうか、その辺をひとつお願いいたし

ます。

もう一つ、五中と天母中学校の国際交流に

ついては、確かに教職員の負担もあると思い

ます。できれば、引率といいますか、随行と

いいますか、そういう教職員に対しては半額

程度でも補助を出していけば、皆さんが快く

国際交流を推進していけるのではないかとい

うふうに思いますが、そういうお考えがある

か、お伺いいたします。

以上、３点でございます。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

建設部長。

駅東口のイベン○建設部長（中西敬悦君）

ト広場の有効利用ということでの再質問にお

答え申し上げます。

先ほど御答弁申し上げましたのを再度申し

上げることになりますが、実際、我々として

も、これからイベントを盛んにしていきたい

という気持ちは持ってございまして、その際

に、現段階でバスの駐車場ということになり

ますと、バスの運行のスケジュール、それか

らイベントの申込者の時間によって、どちら

かが非常に迷惑をこうむってしまうという危

険性がございます。

加えまして、供用開始してから１年半たっ

ているわけでございますが、確かにコマー

シャルとかそういったものが不足しているの
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ではないかということで、改善の余地を現段

階で認識してございます。そういったものを

行った上で、イベントの状況がどうなるかを

見きわめたいと思っておりますので、現段階

では、バス駐車場ということについては考え

てございません。

以上でございます。

教育長。○議長（馬場騎一君）

教育問題の再質問○教育長（吉田 健君）

にお答えします。

平成２２年９月７日現在、県教育委員会へ

届け出の資料でございますが、学校単独で国

際交流事業を展開している学校は、当市五中

を含め、小学校１６校、中学校３１校、高校

１２校ございます。県内市町村においても、

学校単独の交流事業に対して補助金を出して

いる事例はないと聞いております。

三沢市教育委員会としては、今後の事業計

画やこれまでの成果、そして当市の国際化に

対してどの程度寄与しているかを見きわめな

がら、訪問者へのおもてなしや公共施設の提

供など、どのような形で適切な協力ができる

か、市当局と協議してまいりたいと思ってお

ります。

以上でございます。

７番。○議長（馬場騎一君）

先ほど市長から、十○７番（天間勝則君）

和田電鉄は昭和３９年ということ、私のほう

は、駅員さんに聞いたところ、５０年以上

たっているということでしたので、その辺、

訂正したいというふうに思います。

以上で、終わります。

以上で、７番天間勝○議長（馬場騎一君）

則議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時５８分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

休憩前に引き続き、○議長（馬場騎一君）

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

議長を交代し○副議長（小比類巻雅彦君）

ました。

それでは、一般質問を次に移ります。

５番鈴木重正議員の登壇を願います。

至誠会の鈴木重正で○５番（鈴木重正君）

す。通告に従いまして一般質問をいたしま

す。

はじめに、職員の人材育成についてお伺い

いたします。

厳しい経済情勢、少子高齢化や人口減少の

問題に加え、高度情報化社会、環境問題な

ど、地方公共団体を取り巻く社会環境が大き

く変化するとともに、住民一人一人の価値観

や生活環境が多様化し、住民ニーズはますま

す高度化・複雑化していく中、地方分権の進

展により国と地方の役割の明確化が進んでい

き、各地方公共団体では、高い自主性・自立

性をもって自己決定・自己責任のもとに地域

の実情に応じたまちづくり、行政経営をして

いくことが求められるところであります。

厳しい財政状況が今後も続くと見込まれる

中、一方では、社会環境の変化とともに住民

ニーズが高度化・複雑化しており、地方公共

団体においては、持続可能で安定的な財政運

営を図っていくとともに、住民ニーズを的確

にとらえ、地域の課題にきめ細やかに対応し

た、住民の皆さんが満足するさまざまなサー

ビス、利益を提供していかなければならない

のであります。

そのような中、地域間の格差は、トップの

しっかりとした理念・能力はもちろんのこ

と、地方公共団体職員の質、政策形成能力や

政策法務の能力など、行政能力の格差である

とも言われており、職員の能力、意識、態度

などが行政活動の質を左右するものであると

言っても過言ではなく、各地方公共団体で

は、職員の能力向上、人材育成が急務となっ

ております。

当市においても、毎年度、高度な知識や技

術、豊富な経験を有したベテラン職員の方々

が退職していき、その抜けた穴を残った職員

の方々と新たに採用される新人職員とで補っ

ていくことになるわけでありますが、定員削



― 35 ―

減が進められており、退職者数に見合う数の

新規補充は行われず、職員数は毎年度減って

いる状況であり、一方で、業務量は決して減

ることなく、さらにその内容は高度化・複雑

化しているのではないでしょうか。

このような状況のもと、持続可能で安定的

な財政運営を図っていくとともに、将来にわ

たって住民の皆さんが満足するさまざまな

サービス、利益をしっかりと提供していくた

めには、個々の職員の能力、意識などのさら

なる向上が求められるところであり、これま

で以上に、採用から退職に至るまでの、採

用、研修、人事管理、人事評価など、総合的

な人材育成に取り組んでいく必要があると思

いますが、当市の職員の人材育成に係る基本

的な方針と、具体的にどのような取り組みを

されているのか、お伺いするものでありま

す。

次に、米軍引き込み線跡地についてであり

ます。

ＪＲ三沢駅から米軍三沢基地まで延びる米

軍の専用線路、いわゆる米軍引き込み線につ

いては、米軍がその使用をやめたということ

で、平成１８年７月、当時の米軍基地司令官

と市長が、現地において、遊歩道としての整

備など、今後の線路敷の利活用について話し

合いをし、以後、その活用方策について現地

米軍と協議を重ねてきたものと承知しており

ます。

総合振興計画前期基本計画においても、米

軍引き込み線活用、にぎわいフレンドシップ

ロード整備として、駅から米軍基地に至る専

用鉄路用途廃止に伴い、その活用方策に係る

米軍関係機関等との協議・調整を図るとして

おります。

そして、昨年１１月末、米軍から市中心市

街地裏手から基地メーンゲートへ続く引き込

み線の一部３２５メートルについて、米軍に

おいて線路を撤去した上で、幅１.８メート

ルの遊歩道として整備して、これを開放する

との説明が三沢市になされ、本年１１月末の

完成予定で、現在、工事が進められていると

ころであります。

米軍引き込み線は、花園町地区、上久保地

区など、市内を分断する形となっており、長

年にわたって、その存在によりさまざまに支

障を来してきたところであり、その跡地の取

り扱い、有効な利活用方策は、将来の三沢市

の都市形成にも大きな意味を持つのではない

かと思いますが、現在、工事中の遊歩道の整

備をもって、にぎわいフレンドシップロード

整備は完了したのか、また、それ以外の部分

の利活用方策について明確となっていない状

況であります。

米軍が整備した遊歩道をもって総合振興計

画に掲げる米軍引き込み線活用、にぎわいフ

レンドシップロード整備は完了したのでしょ

うか。また、米軍により、遊歩道として整備

された部分以外の引き込み線跡地の利活用方

策について、市はどのように考えているので

しょうか、お伺いするものであります。

また、米軍引き込み線跡地には、市道、県

道が交差している箇所が、基地メーンゲート

に近いほうから、花園町の福の湯さんに向か

う市道の横丁踏切、県道八戸・野辺地線が交

差する駒沢踏切、滝の沢公園わきの花園町４

丁目に向かう市道の上久保踏切、市道大町・

花園町線が交差する滝の沢跨線橋及び上久保

歩道橋の５カ所あり、そのうち３カ所には踏

切が設置されており、使われていない線路に

現在も踏切が残っている状況でありまして、

周辺住民の皆さん、道路利用者の方々などは

その存在に困惑しており、踏切前での一時停

止など、交通障害をも引き起こしかねない状

況にあります。

そこで、米軍引き込み線跡地に残る踏切を

早期に撤去し、周辺住民の皆さんの声、道路

利用者の方々の安全性・利便性を考慮した整

備を図るべきではないかと考えますが、市の

考えについてお伺いいたします。

最後に、主要幹線道路の整備についてであ

ります。

道路は、まちや地域をつくり、人が安心し

て移動することはもちろんのこと、物や情報
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の交流、電気、水道、下水道など、生活に欠

かせないライフラインの収容、災害時には避

難路・防火帯として生命・財産を守る。ま

た、よりよい住環境を築く。通風や採光、緑

化空間など、私たちの日常生活、経済活動を

支える非常に大きな役割を果たしており、そ

の整備は重要な意味を持つものだと思ってお

ります。

当市においても、限られた財源の中で市道

東岡三沢・松原線、市道４６号線の整備をは

じめとして、所要の市道の整備が進められて

いるところであります。

市内には、市道のほかに国が管理する国道

が１路線、県が管理する県道が６路線あり、

その整備はそれぞれの管理者が行うことと

なっておりますが、その中で、県道八戸・野

辺地線の整備に関してお伺いするものであり

ます。

県道八戸・野辺地線は当市と東北町、青森

市方面を結ぶ重要な路線であり、県では、現

在、東北町方面から三沢中央自動車学校付近

までの駒沢バイパスの整備に着手しておりま

す。しかしながら、そこから先、一方通行の

蛯沢商店前の交差点までの区間の整備につい

ては、当市の重点要望事項ともなっておりま

すが、いまだその見通しが立っていないと

伺っております。

当該区間については、狭隘で急カーブの部

分もあり危険な区間でありまして、特に米軍

引き込み線の駒沢踏切から一方通行の蛯沢商

店前の交差点までは、交通量が多いにもかか

わらず歩道も未整備であり、老若男女を問わ

ず、歩行者は常に危険にさらされている状況

にあります。

また、一方通行交差点の先は既に市道大

町・中央町線が整備されており、同路線との

円滑な接続が望まれているところでもあり、

県道八戸・野辺地線三沢市部分の整備が早期

に行われる必要があると思っております。

これまでは、駒沢踏切が米軍引き込み線内

にあるために当該箇所の整備にはさまざまな

制約等もあり、駒沢踏切を含む区間の整備に

着手することができなかったのではないかと

も思いますが、米軍引き込み線は４年前から

もう使用されておらず、米軍との調整・協議

により当該箇所の整備は可能な状況ではない

でしょうか。

当該箇所は、いまだに米軍施設区域内であ

りまして、整備するためには共同使用の許可

または返還を求める必要があり、いずれにし

ても、国及び米軍を相手とするその手続等に

は相当な時間を要すると考えられることから

も、まずは早期に整備計画が定められること

が肝要だと思いますが、この県道八戸・野辺

地線三沢市部分の現状について、市はどのよ

うに認識しているのでしょうか。また、同線

の早期整備に係る市の考え、対応についてお

伺いするものであります。

以上で、私の質問を終わります。

ただいまの５○副議長（小比類巻雅彦君）

番鈴木重正議員の質問に対する執行部の答弁

を求めます。

市長。

ただいまの鈴木議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、にぎわいフレンドシッ

プロードの整備については私から、そのほか

については副市長及び担当部長からお答えさ

せますので、御了承願いたいと思います。

米軍引き込み線につきましては、平成１８

年５月に物資輸送専用線路としての使用を終

了したことから、同年７月に米軍、三沢市双

方による現地調査を実施し、活用方策につい

て意見交換したところであり、以後、三沢市

と三沢米軍基地との連絡協議会や米軍及び三

沢防衛事務所との検討会議の中で、協議検討

してまいったところであります。

三沢市総合振興計画の主要な施策として掲

げております米軍引き込み線活用、にぎわい

フレンドシップロード整備につきましては、

中心市街地への集客を促すための事業として

中心市街地活性化基本計画に掲げたものであ

りまして、現在、アメリカ村に隣接する区間

の遊歩道整備工事を、本年１１月までの工期

で米軍に実施していただいているところであ
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ります。

当市といたしましては、アメリカ村に隣接

する部分の遊歩道が整備されることで、中心

市街地活性化基本計画における、いわゆるに

ぎわいフレンドシップロードとしての一定の

効果が期待されるものと考えておりますが、

当該区間以外の跡地についても、市街地遊休

地の有効活用及び中心市街地の活性化にとっ

て必要であると考えますことから、引き続き

米軍提供地のままで米軍または国によって整

備をしていただけるよう関係機関との協議を

継続してまいりたい、このように考えており

ます。

私からは、以上であります。

副市長。○副議長（小比類巻雅彦君）

職員の人材育成に○副市長（大塚和則君）

ついてお答えします。

市では、目まぐるしく変化する社会経済情

勢の中で、多種多様化する住民ニーズに対し

質の高い行政サービスを提供するためには、

職員の人材育成が重要であることから、昨年

１月、三沢市人材育成基本方針を全面改定

し、人材こそは最大の宝という認識のもと、

新たな基本方針を策定したところでありま

す。

御質問の具体的な取り組み状況であります

が、まずは職員研修の充実を図っているとこ

ろでございます。具体的には、職員には、さ

まざまな行政ニーズに対応するため、基礎的

な知識・技術はもちろんのこと、より高度な

専門的知識・技術を身につけていくことが求

められていることから、市役所内部で実施す

る新採用研修や職員相互研修のほか、自治大

学校や市町村職員中央研修所、市町村アカデ

ミーでございますが、などへの外部派遣研修

の充実を図っております。

また、新たな取り組みといたしましては、

地方分権の進展に伴い複雑多様化する行政課

題に対応するため、県が主催します政策法務

塾への派遣をはじめ、地域課題の解決に向け

た自発的研究を行う上十三地域づくり研究会

への参加や、自治大学校の通信システムを活

用し、地方自治制度、地方公務員制度、地方

税財政制度の研修を実施しているところでご

ざいます。さらには、職員の視野拡大や先進

的な行政手法取得のため、防衛省や青森県と

の人事交流事業を行っているところでござい

ます。

次に、試行ではありますが、新たに人事評

価制度の構築に昨年度から取り組んでいると

ころでございます。この人事評価制度は、人

材育成のツールという一面もありまして、職

員の能力・業績等を適切に評価し、自発的な

能力開発を促すことを重視しており、職員は

項目ごとの評価結果を認識し、たけた能力は

さらに伸ばし、不足する能力は補完できるよ

うに、評価者との面接における指導・助言等

のサポートを通じて、自己啓発を基本とした

能力開発に努めているところでございます。

まず、能力評価では、職員に期待される役

割を果たすために必要な職務遂行能力を、評

価項目に沿って執務行動及び態度によりその

評価を行います。次に、業績評価では、目標

管理型の評価を基本とし、三沢市総合振興計

画に掲げた組織目標の実現という共通認識の

もと、職員一丸となり取り組みを実施してい

ることにより職員の意識改革が図られ、部下

の指導育成の徹底など、各自の役割がより一

層明確になることから、職員全体のモチベー

ションやスキルが高まり、組織力の向上が図

られるものであります。また、職員の意欲と

能力を生かす人事管理として、ジョブロー

テーション制度や特定の業務への従事を希望

する職務への自己申告制度を実施していると

ころであります。

今後におきましても、職員一人一人の能力

アップ及び組織力アップを図り、地域の人材

として輝けるよう取り組んでまいります。

以上でございます。

建設部長。○副議長（小比類巻雅彦君）

米軍引き込み線○建設部長（中西敬悦君）

跡地についての第２点目、踏切の撤去につい

てお答えいたします。

米軍引き込み線と道路が平面交差しており
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ます横丁踏切、駒沢踏切、上久保踏切の３カ

所につきましては、いずれも踏切保安施設及

びレールが現存しているため、段差による振

動、一時停止義務など、道路利用者には御不

便をおかけしているところであります。

一方、当該踏切を含む引き込み線敷地は、

鉄道として利用しなくなった現在も、駐留米

軍への提供財産として米軍の管理下にあるこ

とから、東北防衛局を通じて必要な手続を踏

まなければ、三沢市など道路管理者であって

も、その敷地内において踏切施設などの撤去

作業は一切できない状況にあります。

しかしながら、道路利用者の負担軽減や利

便性の向上を図るためには、廃線により不用

となっている踏切の撤去は今後の検討課題で

あると考えており、当面は、３カ所のうち、

特に交通量の多い県道八戸・野辺地線の駒沢

踏切の撤去に向け、その道路管理者である青

森県が中心となり、現在、東北防衛局との協

議を進めているところであります。またあわ

せて、当市においては、同踏切撤去後の交通

安全確保のため、隣接する市道の隅切り、拡

幅などの用地を引き込み線用地内へ求める必

要が生じてまいりますことから、これらにつ

いても協議を重ねているところであります。

市といたしましては、残る２カ所の横丁踏

切、上久保踏切につきましても、踏切の撤

去、あるいは、必要に応じて交差点部分の改

良などについて順次検討してまいりたいと考

えております。

次に、御質問の３点目、主要幹線道路の整

備についてお答えいたします。

県道八戸・野辺地線は、当市の歴史をつく

り上げてきた主要幹線道路の一つであり、近

年、住民の日常生活の広域化や地域間交流の

進展に伴い、東北町、青森市方面との重要な

交通軸として、ますますその重要性が増して

きております。しかしながら、当路線は幅員

が狭く、急勾配、急カーブであり、現在の交

通事情にそぐわない状況となっており、特に

県道三沢・十和田線との交差点から米軍引き

込み線踏切付近までの区間については、歩道

もなく、歩行者の安全性確保が難しい状況と

なっております。以上のことから、市といた

しましても、当路線の整備の必要性は十分認

識しております。

この県道八戸・野辺地線の整備について

は、重点事業要望において継続的に要望して

おりますが、平成１６年度に駒沢バイパスが

事業採択され、現在、事業実施中でありま

す。また、市といたしましても、八戸・野辺

地線と三沢・十和田線との交差点から市街地

を通過する交通の混雑緩和を目的として、当

該路線と接続する市道大町・中央町線の整備

を完了させており、八戸・野辺地線の整備を

待つ状況となっております。

三沢・十和田線交差点から駒沢バイパス起

点までの区間につきましては、県への重点要

望の結果、その他の県所管事業の進捗状況を

踏まえて検討してまいりたいという回答を得

ておりますが、先日、早期着手に向けて県の

事業担当者とも打ち合わせを行った次第でご

ざいます。今後も、県所管事業の進捗を把握

しながら、要望を継続するとともに、市が協

力できる事項については対応してまいりたい

と考えております。

以上でございます。

５番。○副議長（小比類巻雅彦君）

それでは、何点か再○５番（鈴木重正君）

質問させていただきます。

まず、１点目の職員の人材育成についてで

ありますが、平成２１年１月、三沢市人材育

成基本方針を新たに全面的に改定され、現

在、それにのっとっていろいろ取り組んでお

られるということでございます。私も、この

人材育成基本方針に目を通させていただきま

したが、さまざまなことが書いてあります。

まず１点目として、この人材育成基本方針

は、もちろん制度、仕組み以外にも職員に対

する自己啓発ですとか職員の意識改革という

ことにも触れておりますが、どのように職員

の方々に周知しているのか。また、特に新規

に入られる方々にはどのように周知している

のか、お伺いいたします。
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２点目といたしまして、その具体的な取り

組みといたしまして職員研修の充実ですとか

新たな人事評価制度、そしてまた人事管理と

いったことを、今、副市長から答弁いただき

ました。

人材育成というのは、民間の会社と違いま

して、一度任用されると最後まで雇用される

という公務員制度の中で、よほどの事情がな

い限りはそういう形になっておりまして、一

度入った方々はそこで社会情勢とか変化等々

に対応してどんどん磨いていく。

もう一つは、人材確保ということで、まず

は入り口の部分、要は採用の部分でありま

す。その採用については副市長から御答弁が

なかったのですが、人材育成基本方針の中の

人材の確保、採用試験の内容の見直しという

ことで、多様な資質、経験、高度な専門性等

を持つ人材を確保していくため、採用試験に

おいては職種区分の統合・再編、受験資格年

齢要件を検討しますということで基本方針に

掲げられております。

私が思うには、今こういう厳しい時代の中

で、採用試験に当たっては、これまで積んで

きた社会経験ですとか、高度な専門性ですと

か、資格ですとか、そういう経験を積んでい

る方というのは、場合によっては、市にとっ

て即戦力の人材になろうかと思います。

他方、採用試験だけであれば、そこは適正

に、すごくいろいろなことを考えられて毎年

度新規採用者を選抜しているとは思うのです

けれども、ややもすれば、ちょっと見方を間

違えれば、優秀な人材ではないとは言いませ

んが、当初、自分たちが思っていただけの働

きができない場合も考えられるかと思いま

す。

受験資格のいろいろな要件等を検討する中

で、私は、採用する・しないは別としても、

先ほど言った即戦力という観点で、今までの

経験、実績、専門性などを有している方々に

も門戸を広げたほうが、人材確保という意味

では、よりよろしいのではないのかと思うの

です。

三沢市では、採用試験の受験資格、年齢制

限でございますが、お聞きしたところ、平成

１９年までは、一般職の例ですと４０歳未満

の方々に門戸を広げておりました。それが、

平成２０年には３５歳未満と狭められまし

た。さらに、平成２１年には大学卒業または

見込みの方は３０歳未満、そして高校・短大

卒は２８歳未満。私が見ましたら、来年度の

採用試験の応募がなされておりますけれど

も、来年度の採用試験におきましても、大卒

は３０歳未満、高校・短大卒は２８歳未満と

いう形になっております。

ここで、お聞きしたいのは、人材育成基本

方針に掲げられております採用試験の内容の

見直しと、実際的に三沢市が現在行っている

採用試験の受験資格、この辺をどう考えられ

て今の形でやっておられるのかということを

お伺いいたします。

次に、米軍引き込み線の跡地について、踏

切撤去の関係でございますけれども、当面は

県道八戸・野辺地線の部分を県とも鋭意調整

しておられる。また、残りの２カ所について

は、随時、これから検討課題としていくとい

うお話をいただきました。

先ほども言いましたけれども、米軍引き込

み線が使われなくなってからもう既に４年

たっております。その間、いろいろな検討を

重ねて、今ようやく県道八戸・野辺地線の部

分でいろいろとやられている状況であります

が、いずれにしても、ここの場所を整備する

ためには、先ほど部長からもありましたが、

米軍提供地でありますのでさまざまな手続と

いいますか、そういったものがございまし

て、まず時間がかかるのは間違いのないこと

だろうと思いますので、その他の横丁踏切と

上久保踏切の２カ所についても、検討されて

いるのかどうかは別として、もう４年たって

いますので、早期に撤去、整備に関して検討

を進めていただきたいと思いますけれども、

それに係る考え方をもう一度御答弁いただき

たいと思います。

あと、主要幹線道路の整備についてであり
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ますが、県にも非常に強く要望しているとい

うことでございますが、これも今の私の話の

繰り返しになりますけれども、いずれにして

ももう４年もたっているわけでありますの

で、もちろん県の言い分で、今行っている県

の事業の進捗ぐあいもありましょうが、我が

市として必要なものはやはり強く求めてい

き、なるべく早期に見通しを立てていただく

ように、機会あるごとに要望なり、県とも調

整を進めていただきたいと思いますが、その

辺に関する御見解を再度お伺いいたします。

答弁願いま○副議長（小比類巻雅彦君）

す。

副市長。

人材育成について○副市長（大塚和則君）

の再質問は２点というふうに思いましたが、

第１点目の、基本方針を新たにしたけれど

も、それをどういうふうに職員に周知したか

という点でございます。

これにつきましては、基本方針を全面改正

したときに、全職員にその内容について説明

いたしております。また、現在もシナジーに

掲載しておりまして、全職員がいつでも見ら

れるような状況になっております。また、新

規に採用された職員に対しては、採用時研修

において、その内容について説明いたしてお

ります。

２点目でございますが、新採用の年齢を引

き下げた理由はどういうことかということで

ございます。

議員から御指摘あったように、経験を有す

る者を職員として採用することも非常に重要

なことだとは思いますが、私どもは、採用し

てから、研修を通じて人材を育成して、職員

として、市民のためにサービスを提供するこ

とも非常に重要だというふうに考えておりま

す。

そういうことから、当時は３９歳でした

が、それを３０歳に引き下げたのは、職員構

成に若い職員が非常に少ないという現象がご

ざいまして、年齢構成等を考えまして、でき

るだけ若い職員を新規に採用して、そして人

材を育成して業務を遂行していただくという

意味も含めて、年齢の平準化を図るという意

味で年齢を引き下げております。

また、他市町村等の状況を見ましたが、他

市町村もおおむね、今現在私どもが採用して

いる年齢で採用しているというのが大半でご

ざいますので、そういう点も含めて考慮いた

しました。

以上でございます。

建設部長。○副議長（小比類巻雅彦君）

まず、踏切の除○建設部長（中西敬悦君）

却についての再質問にお答えいたします。

ほかの２カ所につきましても、できる限り

早期に、円滑な通行に資するように要請して

まいりたいと考えてございます。

ただ、１点、踏切のうちの上久保踏切につ

いてでございますが、こちらのほうの地形が

非常に難しい状況になってございまして、特

にこちらに関しましては、手戻り工事とか協

議の重複とか、そういうことがないように事

前に十分調査・検討の上、要請してまいりた

いと考えてございます。

それと、２点目の八戸・野辺地線の件でご

ざいますが、先ほど御答弁申し上げたよう

に、こちらも県のほうから、他の事業との関

連を見てというような回答をいただいている

わけでございますが、完成を待たず、完成す

る前に当該路線の整備に関する準備に入って

いただけるように県に要請しておりますの

で、今後もそういった要請をきめ細かくお願

いしてまいりたいと考えております。

以上でございます。

５番。○副議長（小比類巻雅彦君）

最後に、１点だけ○５番（鈴木重正君）

再々質問させていただきます。

職員の採用試験の年齢なのですが、今、年

齢の平準化等々を図るといったことで引き下

げていますということでございました。

これは、あくまで確認です。そうします

と、人材育成基本方針に「多様な資質、経

験、高度な専門性等を持つ人材を確保してい

くため、受験資格年齢の要件も検討します」
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となっておりますが、検討した結果、そのよ

うに門戸が狭められたのか、それともこれか

ら検討していかれるつもりなのか、そこのと

ころを。もし仮にこれから検討するというこ

とであれば、どのような考え方を持って検討

していかれるのか、そこをお伺いいたしま

す。

答弁願いま○副議長（小比類巻雅彦君）

す。

副市長。

鈴木議員の再々質○副市長（大塚和則君）

問にお答えします。

採用試験の年齢を引き下げたのは、基本方

針に基づいた見直しの結果でもあります。

また、これで終わりなのかということであ

りますが、建築とか土木とかの専門職で、試

験で採用してもなかなか得られない職種ある

いは特殊な資格を持った人は、また年齢を見

直しすることが必要だろうと思いますので、

そういう点も含めて、今後、検討したいとい

うふうに思っております。

以上です。

以上で、５番○副議長（小比類巻雅彦君）

鈴木重正議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１１番春日洋子議員の登壇を願います。

１１番、公明党の○１１番（春日洋子君）

春日洋子でございます。通告の順に従い質問

してまいります。

はじめに、福祉問題の高齢者所在不明問題

の認識と対応についてお伺いします。

いるはずのところにいらっしゃらない。７

月下旬、東京都内で、都内最高齢と見られて

いた男性が死後３０年以上も経過した姿で見

つかった。この衝撃的な事件を機に、各地で

１００歳以上の高齢者の所在不明が連日のよ

うに相次ぎ判明し、にわかに高齢者の所在不

明が大きな社会問題になっています。この背

景には、家族や地域関係の希薄化が指摘され

ていますが、行政自身の課題も浮き彫りにな

り、今回の問題を、高齢者に関係する行政の

あり方を見直す契機とすべきとも言われてい

ます。

その第１の課題として、住民基本台帳の管

理が挙げられています。全国の自治体の調査

では、同居しているはずの家族が高齢者の所

在を知らず、台帳が放置されている事例が多

数明らかになっています。これは、台帳の記

載内容の変更が本人や家族の申請を原則とし

ているためです。また、住民の不在を確認し

た場合、自治体の判断で住民基本台帳から氏

名を抹消する職権削除ができるとされていま

すが、これまで職権削除ができていないのが

問題であり、このことは、高齢者を掌握する

担当部署と住民登録を担当する部署、そして

民生委員活動を掌握する部署の連携不足とも

指摘されているところです。

さらに、第２の課題として、高齢者の所在

確認は、プライバシー保護を優先する余り困

難になっているといいます。住民基本台帳法

では、住民の所在が確認できない場合は、家

族や親族等など、限定した関係者への聞き取

りができると定めていますが、強制的に室内

に入る権限はないため、家族の協力が得られ

ずに実態が把握できなかったケースが増加。

問題の発端となった生存していれば１１１歳

になる男性の同居する家族は、死亡届を出さ

ず、訪問した民生委員や区の職員に対して

「本人が会いたくないと言っている」などと

して、確認作業は民生委員がはじめて訪問し

た９３年以降１７年間も進展していなかった

ということであり、意図的に死亡を隠して年

金を不正受給していたとして、長女らが逮捕

される事件にまで発展しました。

このように、高齢者所在不明問題は、死亡

届が提出されなければ住民登録が残り、その

人物は届け出のある住所地で生きているとい

うことになり、各地の事例は届け出主義によ

る住民把握の限界を露呈しました。

また、家族などが本人は元気などと言え

ば、現状では、それ以上第三者が事実関係を

確認することは厳しく、個人情報保護の方針

が自治体などによる本人の直接確認を鈍らせ

ている面もあり、家族間のつながりの希薄化
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が想像以上に進んでいることもあらわになる

など、問題は底なしの様相となっています。

８月２６日現在の厚生労働省のまとめによ

ると、主に１００歳以上の高齢者で所在が不

明となっている人は、全国の８１自治体で計

２７１人に上っているとのことですが、本市

において高齢者の所在確認業務はどのように

なされているのでしょうか。また、所在不明

の事実はあるのかについてお伺いします。

次に、健康問題の１点目であります予防ワ

クチンの公費助成についてお伺いします。

生後３カ月ごろから５歳ごろまでに多く発

症する細菌性髄膜炎は、脳を包む髄膜に菌が

取りつき炎症を起こす病気です。国内では年

間約１,０００人が発症し、その約５％が死

亡。救命できても、約２５％がてんかん、難

聴、発育障害などの後遺症を残す警戒すべき

感染症とされています。原因菌の約６割がヒ

ブで、インフルエンザ菌Ｂ型の略称であり、

髄膜炎の第１位となっています。次いで、約

２割が肺炎球菌が占めています。

細菌性髄膜炎の初期症状は、発熱、嘔吐、

元気がないなど、風邪の症状と変わりなく、

早期診断が困難であり、しかも急速に病状は

進行します。このように、初期には風邪と見

分けがつかず、しかも病状が急激に悪化し、

死亡したり後遺症が残る恐ろしい細菌性髄膜

炎には、ワクチンによる予防が世界じゅうで

認められている最も有効な方法となっていま

す。

日本においては、ヒブワクチンは２００８

年１２月から販売されていますが、病気の原

因となるヒブ菌は、せきやくしゃみで飛び散

りことによって感染が拡大し、集団保育での

感染が多いと言われます。ワクチンの接種を

受けると、のどなどにヒブ菌がつかなくな

り、感染拡大の抑止効果が高くなります。

一方、年間約１２万人が死亡する肺炎のう

ち、９５％を６５歳以上の高齢者が占めてお

ります。死亡率が上昇傾向にありますが、そ

の怖さは意外と認識されていないのが現状で

す。

日本医科大学の木田教授によると、肺炎に

は、風邪をこじらせてなってしまう市中肺

炎、重い病気の治療中に合併する院内肺炎、

この両方に絡む誤嚥性肺炎の３種類があり、

このうち市中肺炎などには肺炎球菌ワクチン

の接種が有効であるとしています。また、肺

炎球菌ワクチンの効果は、海外の多くの研究

で確認済みであり、日本では、２００６年か

ら３年間かけて１,０００人を超える介護施

設入所者を対象に実施した大規模な試験で、

肺炎球菌ワクチンの効果が明確に示され、同

ワクチンの接種で、肺炎球菌性肺炎では発症

が６３.８％減少し、すべての肺炎でも発症

が４４.８％減少しました。しかも、ワクチ

ンを接種した人の中で肺炎球菌性肺炎によっ

て亡くなった人はいませんでした。この結果

は、免疫力が低下しがちな高齢者にはワクチ

ンの接種が重要であることが理解できる裏づ

けとなっています。

肺炎球菌ワクチンの公費助成については２

度目の質問となり、総合的に検討する旨のお

答えでありました。市民の命と健康を第一に

守るための取り組みとして、だれもが安心し

て医療を受けられるためにも公費助成をして

いただきたく、その取り組みをお伺いしま

す。

続いて２点目、うつ病有病者数とひきこも

りの実態をどのように認識しているか、お伺

いします。

日本での自殺者は年間３万人を超えてお

り、その原因のトップは健康問題であり、中

でもうつ病が最多となっています。しかも、

うつ病は年々ふえており、有病者数は推計２

５０万人に上ると言われています。今、早期

発見・早期治療、また受診率の向上など、総

合的なうつ病対策が求められており、国にお

いては、２０１０年度の診療報酬改定で精神

療法である認知行動療法の評価が新設され、

健康保険が適用されることになりました。

沖縄県立総合精神保健福祉センターではこ

の認知行動療法を実践し、画期的な成果を上

げているとされ、この療法を実施できる医師
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不足が緊急の課題であり、人材の養成が急が

れています。

一方、自治体においては、保健所が中心と

なって精神科医師が精神保健相談や思春期相

談、臨床心理士による心の健康相談などが行

われ、また臨床心理士がカウンセリングルー

ムを開設しているケースもあります。

このような背景から、本市において、うつ

病有病者数とひきこもりの実態をどのように

認識しているか、お伺いします。

次に、経済問題の県産材エコポイント制度

の利用促進についてお伺いします。

県産材の地産地消で青森を元気にと、県で

は本年４月より、県産材の利用拡大を目指し

全国初の県産材エコポイント制度をスタート

しました。具体的には、県内で杉などの県産

材を使って住宅の新築やリフォームを行う、

使用した県産材の量に応じて県産材エコポイ

ントを発行する、そのポイントはテーブルや

照明器具などの県産の木工品と交換できると

いう取り組みで、エコポイントの使い道は、

県産材１立方メートル当たり１ポイント発行

し、ポイント換算は１ポイント当たり７,０

００円、発行上限ポイントは３０ポイントの

最大２１万円です。

青森県は、県土面積の約７割が森林であ

り、その３分の１を杉が占めており、津軽下

北半島のヒバ、県南地域に多いアカマツ、白

神山地のブナなど、多種多様な樹種に恵まれ

ています。県産材の製品を暮らしに取り入れ

ることで青森の森林が元気になり、その森林

がＣＯ をたっぷり吸収し地球温暖化を防止２

することができると言われ、さらに、県産材

エコポイント導入による経済効果は５億円と

試算されており、産業の振興はもとより、ふ

るさとの森林をより豊かなものとしてくれる

ものと期待されています。

制度開始以降、この７月に県においては交

付要件を緩和したとのことであり、改めて本

市においての県産材エコポイント制度利用促

進に向けての取り組み状況をお伺いします。

最後に、教育問題の子供たちの生きる力を

はぐくむ取り組みについてお伺いします。

いじめや不登校、学級崩壊、少年犯罪な

ど、子供をめぐる問題が依然として暗い影を

落としています。子供の自殺も後を絶たず、

この夏、小学３年生の児童が自殺するという

痛ましい報道に耳を疑う思いでした。さら

に、市内中学校においても、校舎への被害が

相次ぎ、子供たちを取り巻く環境の厳しさを

実感します。

さて、全国の小中学校においては、本年４

月より新学習指導要領の一部が先行実施さ

れ、生きる力をはぐくむという理念が引き継

がれていくとのことですが、本市におけるこ

れからの社会を担う青少年育成の基本的な考

え方をお伺いしたいと思います。

また、他人を思いやる心や感動する心な

ど、豊かな人間性を養い、たくましく生きて

いくための健康や体力など、生きる力をはぐ

くむための一つとして、より多くの自然体験

学習が大切と考えますことから、本市におい

てはどのような取り組みがなされているのか

をお伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

ただいまの１○副議長（小比類巻雅彦君）

１番春日洋子議員の質問に対する執行部の答

弁を求めます。

市長。

ただいまの春日議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、福祉問題については私

から、そのほかについては副市長及び担当部

長からお答えさせますので、御了承願いま

す。

現在、１００歳以上の高齢者に関して、死

亡届や転出届未提出の既に死亡している高齢

者、あるいは居住実態がないなどの高齢者不

明問題が各地で報道され、社会問題になって

いるわけであります。

当市におきましては、毎年、敬老会の開催

に当たりまして、１００歳以上の表彰者に対

しまして式典への登壇依頼などで、本人及び

家族などから体調などを含めて調査・確認を
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しているわけであります。また、日常業務の

中での高齢者の所在確認につきましては、高

齢者に対する福祉サービスのニーズ調査とし

てのひとり暮らし高齢者実態調査、民生委員

による地域福祉活動、地域の高齢者などの見

守り活動であるほのぼのコミュニティ２１推

進事業、７０歳以上の高齢者を対象とした敬

老会への招待や表彰、そして長寿祝い金支給

などの各種サービスの提供を通じて確認を

行っております。

１００歳以上の高齢者の調査におきまして

は、９月１日現在、調査対象であります１１

名に関して、入所施設及び介護事業者、医療

機関との情報交換などによりまして、全員に

ついて確認、把握ができております。

高齢者の不明問題に関しては、個人情報保

護に関する問題、調査権の有無の問題などに

よりまして国も対応策を検討している状況で

ありますが、当市といたしましては、関係部

署間の連携あるいは介護事業者などとの協力

によりまして、今後とも継続して所在確認を

行いながら、高齢者福祉の増進を図ってまい

りたいと考えてございます。

私からは、以上であります。

副市長。○副議長（小比類巻雅彦君）

経済問題の県産材○副市長（大塚和則君）

エコポイント制度の利用促進についてお答え

いたします。

青森県は、県土面積の約７割が森林で、そ

の３分の１を杉が占めているほか、津軽・下

北半島のヒバ、県南地域に多いアカマツ、白

神山地のブナなど、多種多様な樹種に恵まれ

ており、近年では、二酸化炭素の吸収源とし

て、森林の持つ環境保全機能が重要視される

ようになっております。

県では、このような背景をもとに、今年度

から平成２４年度までの３カ年にわたり、全

国初の取り組みとして、杉などの県産材の利

用促進と木材使用による二酸化炭素の排出抑

制を目的とした青森型県産材エコポイント制

度を、この４月からスタートさせたところで

あります。

エコポイントの発行の流れといたしまして

は、建築主または工務店等が制度の窓口であ

る青森県産材認証推進協議会に申請を行い、

当協議会から交換商品が納品される仕組みと

なっております。

この制度について、県の取り組み状況であ

りますが、４月に県内の工務店、木材・木工

品関係事業者、一般消費者を対象とした制度

説明会の開催や、８月には県立三沢航空科学

館にて環境保護・県産材活用アピールイベン

トの中で制度の紹介を行ったほか、県のイン

ターネットホームページやテレビ・ラジオの

ＣＭ放送、新聞や住宅雑誌への広告、パンフ

レットの配布などを行い、周知の徹底を図っ

ているとのことでありました。また、市の取

り組みといたしましては、県から配布された

パンフレットを市庁舎内に配置しているほ

か、相談等の業務に当たっているところでご

ざいます。

しかしながら、７月の新聞記事掲載にもあ

りましたが、４月の制度開始以来、工務店等

から、はりなどの横架材は強度のある松を使

う場合が一般的であるが、県産の松は供給体

制が整っていないことから外材や県外産の松

を使うことが多く、制度条件であります使用

割合８０％をクリアすることが厳しいこと

や、申請の手続が煩雑であるとの声があり、

５件の申請にとどまっているとのことであり

ます。このことから、県は、議員からも御紹

介がありましたが、７月１４日付で木材使用

数量の条件緩和を打ち出し、４月１日までさ

かのぼって適用することとしております。

当市が８月３１日現在のエコポイントの申

請件数について県から聞き取りましたとこ

ろ、県内では１２件、うち三沢市は１件との

ことであります。

県は、このような現状を踏まえ、今後にお

いては、先ほど申し上げました同様のＰＲ活

動をはじめ、県産材を取り扱う製材所、取引

先の工務店などへ直接訪問を行い、制度概要

や条件緩和の説明を行うなど、制度の利用促

進に向けさまざまな工夫をしていきたいとの
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ことでありました。

当市といたしましても、県との情報交換を

密にし、連携をとりながら、市内工務店等へ

の制度の周知など、関係者に働きかけてまい

りたいというふうに考えております。

以上です。

健康福祉部○副議長（小比類巻雅彦君）

長。

健康問題の○健康福祉部長（宮古直志君）

第１点目、予防ワクチンの公費助成につきま

して、御質問にお答えいたします。

議員さん御質問の細菌性髄膜炎はヒブと言

われる細菌による感染症のことで、主に５歳

未満の乳幼児に発症し、全国推計で、年間約

６００人から１,０００人が罹患していると

言われております。

症状は、先ほどの議員さんのお話のとおり

風邪などと似ているため、医師でも早期診断

がつきにくく、重症化により患者の約５％が

死亡、約２５％に何らかの後遺症が残ると推

定されております。治療方法としましては、

抗生物質を投与して菌を死滅させますが、最

近では、耐性菌がふえるなどで抗生物質によ

る治療の効果が得られないことも多く、ヒブ

ワクチンを接種することで感染を予防するこ

とが効果的であると言われております。

ヒブワクチン接種は平成２０年から開始さ

れ、接種対象は生後２カ月から５歳まで、年

齢により接種回数が異なりますが、１回につ

き約７,０００円から８,０００円の費用がか

かり、最高４回の接種が必要な場合は約３万

円と高額で、任意接種のため全額自己負担と

なっております。

一方、肺炎の原因の約２８％が肺炎球菌に

よるものと言われておりまして、特に基礎疾

患を有する高齢者などが感染した場合には、

重篤化しやすい感染症であるとされておりま

す。

肺炎球菌ワクチンは任意接種であるため、

接種費用は自己負担で、１回約８,０００円

となっており、接種後は免疫が約５年間継続

すると言われておりますことから、高齢者の

方の健康維持という判断等から、肺炎球菌ワ

クチンの予防接種について、公費助成を実施

する自治体がふえてきております。

厚生労働省が本年３月に全国の市区町村を

対象に実施した任意接種の公費助成について

の調査結果では、平成２２年度までにヒブワ

クチン接種に公費助成を行う市区町村は、２

０４市区町村で１１.７％。また、肺炎球菌

ワクチン接種への助成をする市区町村は、３

２７市区町村で１８.８％となっておりま

す。

このような状況でありますが、いずれのワ

クチンの接種につきましても、法定予防接種

ではなく任意の接種であることから、当市と

いたしましては、任意予防接種の公費助成に

つきましてはさらに情報収集を行いながら、

国の予防接種に関する指針、動向を注視し、

見きわめながら検討してまいりたいと考えて

おります。

続きまして、健康問題の２点目でございま

すうつ病とひきこもりの実態についてお答え

いたします。

近年、失業、倒産、多重債務、人間関係の

希薄化など、ストレスの多い現代社会を反映

して、うつ病を中心に精神疾患がふえており

ます。うつ病は、人間関係や仕事、離婚等の

外的なストレス、物事の受けとめ方・考え方

など、さまざまなストレスによって発病する

と言われており、うつ病患者の数は、ここ１

０年で２.１倍に増加している状況であると

言われております。

当市では、うつ病患者数の調査は実施して

おりませんが、精神疾患で通院治療を受けて

いる方を対象とした自立支援医療の利用者の

うち、うつ病と診断されている方は、平成２

２年８月３１日現在で８７名となっておりま

す。

次に、ひきこもりについてですが、厚生労

働省の定義では、ひきこもりとは、仕事や学

校に行かず、かつ、家族以外の人との交流を

ほとんどせずに６カ月以上続けて自宅に引き

こもっている状態であるとし、その原因は、
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性格やいじめなどによる心的外傷、精神疾患

など、さまざま絡み合って生まれるもので、

長期にわたる支援を必要とする状態であると

言われております。厚生労働省では、全国で

約３２万世帯にひきこもりの方がいると推計

されております。

このような状況を踏まえ、市では、三沢市

総合振興計画「健康みさわ２１」に心の健康

づくりを掲げ事業を展開しており、平成２１

年度の実績は、心の相談件数７８件、電話相

談３５２件、家庭訪問は１１１件となってお

り、緊急時の対応や関係機関との連絡等、処

遇困難な事例に対しましても多くの時間をか

けて支援してまいっております。

また、平成２１年度から県の自殺対策緊急

強化事業の補助を受けまして、うつ病に関す

るパンフレットや心の相談窓口一覧表を全世

帯に配布し、うつ病はだれでもがかかる病気

であること、早期の相談・治療が必要である

ことなどの普及啓発に力を入れてまいりまし

た。さらに、今年度は９月１１日、今週の土

曜日でございますけれども、県主催の自殺防

止演劇「お日様キャラバン」の開催を予定し

ており、三沢市民生委員、児童委員協議会、

三沢市老人クラブ連合会の方々から、日ごろ

の活動を通して自殺予防に関する思いをお話

ししていただくことになっております。

市といたしましても、今後もさらに心の健

康づくりについての理解を深めていただくた

めの普及啓発、早期発見・早期治療の勧奨な

どの事業を展開してまいりたいと考えており

ます。

以上でございます。

教育長。○副議長（小比類巻雅彦君）

春日議員さん御質○教育長（吉田 健君）

問の教育問題の１点目でございます、子供た

ちに生きる力をはぐくむ基本的な考えについ

てお答えいたします。

現行学習指導要領において、理念として掲

げている生きる力の観点は、次の４点でござ

います。１点目として、学習内容の基礎・基

本及び基本的な生活習慣をしっかり身につけ

ること。２点目、いかに社会が変化しても、

みずから学び、みずから考え、主体的に判断

し、行動できる資質や能力を身につけるこ

と。３点目、みずからを律しつつ、他人とと

もに協調し、他人を思いやる心や感動する心

などの豊かな人間性の向上。４点目として、

たくましく生きるための健康や体力をより一

層はぐくむことを目指しています。この四つ

の観点は、小学校においては平成２３年度か

ら、中学校においては平成２４年度から完全

実施になる新学習指導要領においても踏襲さ

れることになっています。

しかし、新学習指導要領において、生きる

力を育成するための課題として、次の４点が

これからの方向性として挙げられています。

一つ目として、生きる力の意味や必要性につ

いて、文部科学省と学校・家庭・地域社会と

の間に十分な共通理解がなされていなかった

こと。二つ目として、教師が子供主体の授業

展開にややもすればこだわり過ぎたこと。三

つ目として、各教科における知識・技能を活

用する学習活動が十分でなかったことから、

各教科での知識・技能の習得や課題解決学習

や探求的活動間の連結に段階的なつながりが

乏しくなっていたこと。特に、四つ目として

は、家庭、地域社会の教育力の向上に向けた

取り組みを十分行ってこなかったことです。

これらの課題を解決するために、新学習指

導要領における今後の具体的な取り組みとし

て、言語力や理科、算数、数学の力をはぐく

むなど、学力の向上に努めるとともに、地域

の伝統や文化に関する教育の充実、環境教育

や食育、家族と家庭に関する教育など、変化

の激しい時代や社会に対応した教育の充実、

規範意識や他人を思いやる心をはぐくむため

の道徳教育の充実を図ることでございます。

そして、豊かな心を持った人間性の育成に努

め、学校はもちろんのこと、家庭をはじめと

して、社会全体で子供たちの生きる力をはぐ

くむことを役割と責任とし、取り組みを推進

することとしています。

三沢市においても、地域の教育力を児童生
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徒へをテーマに、仕事に学び人に学ぶ夢推進

事業が、きょう午後、これから三沢市内の小

学５年生４５７名を対象に、三沢市並びに教

育委員会新規事業として実施されます。この

事業は、子供たちの将来の夢に沿って２０

コースを、ボランティアで専門分野のプロ

フェッショナル、本物である外部講師の皆様

の御支援を得て行うものであります。

なお、１０月２１日には中学１年生を対象

に実施いたします。

この取り組みは、地域の役割と責任として

の事業の一つと考えています。議員の皆様の

中にも、きょう、もし議会がなければ外部講

師としてお願いする予定の先生方が何人かお

られました。この場をかりて御礼申し上げま

す。

教育問題の２点目であります自然体験学習

についてお答えいたします。

体験的な学習は、子供たちが主体的な学習

に取り組む能力を身につけさせ、学ぶことの

楽しさや成就感を体得させる上で大変有効で

あります。

特に、議員さん御指摘の自然体験について

の文部科学省の全国調査によりますと、昆虫

をつかまえたことがほとんどない児童生徒

は、平成１０年度は１８.７％でしたが、平

成１７年度は３４.９％に増加。太陽が上る

ところや沈むところを見たことがない児童生

徒は、平成１０年度の３３.６％から、平成

１７年度では４３.１％に増加するなど、自

然体験不足が指摘されているところです。こ

れらを踏まえて、三沢市管内各小中学校にお

きまして、サケの飼育や放流、学校農園での

野菜づくり、川の水生生物の観察や水質調

査、仏沼の自然観察など、さまざまな体験活

動を展開しているところです。

新学習指導要領におきましても、教育課程

実施上の配慮事項の一つとして体験的な学習

のさらなる推進を掲げていることから、各学

校においては、三沢市の自然を大いに活用

し、各教科及び総合的な学習の時間で、体験

的学習や校外学習をこれまで以上に充実した

内容とし、子供たちに広がりや深まりがある

授業展開をしていくこととしています。

以上でございます。

１１番。○副議長（小比類巻雅彦君）

御答弁ありがとう○１１番（春日洋子君）

ございました。

このエコポイント制度の利用は、本市にお

いては１件ということでありましたけれど

も、さらにまたこれが増加していきますよう

に、取り組みをお願いできればと思います。

また、教育長から夢推進事業の御案内をい

ただきました。すばらしい取り組みだと思い

ます。本当に子供たちが健やかに成長してい

ただけるよう、またさらに御尽力をお願いし

たいと思います。ありがとうございます。

再質問は、２点させていただきたいと思い

ます。

高齢者の所在不明問題につきまして、本市

においてはしっかりとした取り組みがなさ

れ、所在不明ということはないということで

本当にありがたいことだと思っております。

そこで、全国におきましては、地域福祉計

画を策定されていない自治体が４８.５％あ

るということを伺いましたけれども、本市に

おきましては、地域福祉計画は既に策定され

ているかどうか、参考にお聞きしたいと思い

ます。

もう一点ですけれども、予防ワクチンの公

費助成であります。実は、２度目の質問とい

うふうに申し上げましたけれども、１回目は

平成２１年第２回定例会、２１年６月の質問

であります。既に１年経過いたしまして、担

当部長がかわりまして、隣に当時の米田健康

福祉部長がお座りになっておりますけれど

も、当時の答弁と何ら変わることない、コ

ピーのような御答弁をいただき、少々がっか

りいたしました。

肺炎球菌ワクチンは当然任意でありますけ

れども、昨年、市立病院の担当課長に依頼い

たしまして、三沢市におきまして肺炎が主た

る病名で入院した方、また入院日数等を調べ

ていただきましたところ、参考までに申し上
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げますけれども、２０年度におきまして、肺

炎で入院した患者数は１５９名です。入院日

数は平均で約１６日。その中で、死亡した方

は２０名です。請求された医療費は５４万円

を少し超えております。御本人が負担する金

額は、高額療養費等で収入に応じて８万円な

り１５万円ということになりますけれども、

保険者としての国保の加入者で申し上げます

と、総医療費の５４万何がしから御本人の高

額療養費を差し引いても、４０万円以上の医

療費負担ということになっております。

急激な高齢社会に突入している日本におい

て、数名でも肺炎にかかることを予防できれ

ば、医療費は確実に抑えることができるとい

うことを皆様にもおわかりいただけると思い

ます。

私は、市民の命と健康を守ることは、行政

の最優先すべき課題ではないかというふうに

考えております。子供たちの細菌性髄膜炎、

また女性の子宮頸がん、乳がん検診等、さま

ざまな予防ワクチンがあり、前回も申し上げ

ましたけれども、日本は世界に類のないワク

チンの後進国であるという事実があるわけで

す。国の動向を見きわめるとか、情報収集と

いうのは既になされているところでありまし

て、同じ答弁が繰り返されることはいかがな

ものかというふうに思いますし、行政としま

しては、このことを必要として認識するのか

どうかということを再度お伺いしたいと思い

ます。よろしくお願いします。

答弁願いま○副議長（小比類巻雅彦君）

す。

健康福祉部長。

再質問にお○健康福祉部長（宮古直志君）

答えします。

地域福祉計画につきましての御質問でござ

いました。

実は、この地域福祉計画は、住民参加の地

域福祉体制を構築して、高齢者等の孤立の防

止等にも対応可能な地域住民が安心できる生

活を継続するために、地域づくりにはぜひ必

要なものでございます。当市におきまして

は、平成２３年１０月を策定目標に、現在、

準備を進めているところでございます。よろ

しくお願いいたします。

それから、先ほど来の肺炎球菌ワクチンの

質問にお答えさせていただきます。

この質問につきましては前回も御質問が

あったということ、私も議会等で拝聴いたし

ました。先ほど、情報収集を何回もとの答弁

ということで聞いておりましたけれども、こ

れについても、行政として大変重く受けとめ

ております。

また、これにつきましては、県内の１０市

の動向等、いろいろ関係機関とも連絡を密に

しながらやっているのですけれども、やはり

公費助成となりますと予算がない、いろいろ

な面がございます。また、そういうことも踏

まえて十分検討しているところでございます

し、また、今後も国の動向等を見ながら対応

をきちんとやっていきたいと思っておりま

す。

以上でございます。

１１番。○副議長（小比類巻雅彦君）

大変恐縮に存じま○１１番（春日洋子君）

すけれども、市長にお伺いしたいと思いま

す。市民の命を預かる最高責任者として、市

長はこのことをどのようにお考えですか。

今、健康福祉部長から答弁をいただきまし

た。本当に頭の上を通過するようなむなしい

思いがいたします。

このことは、多くの金額を助成していただ

きたいということではありません。八戸市に

おきましては、本年７月より２,０００円の

助成でございます。総体的に見ますと、予算

計上しても、任意でありますので、申し込み

をしないということも考えられるわけであり

ますけれども、着実に成果が上がっていると

いう現状がありまして、県内の動向を見きわ

めるとか、そういうことではなしに、三沢市

としてどうなのかということを最後にお聞き

したいと思いますので、どうぞよろしくお願

いいたします。

答弁願いま○副議長（小比類巻雅彦君）
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す。

市長。

再々質問にお答えい○市長（種市一正君）

たします。

正直言って、このことについては、私自身

非常に不勉強であるのは確かであります。そ

ういうことも含めて、十分精査しながら前向

きに検討してまいりたいと思っております。

以上であります。

以上で、１１○副議長（小比類巻雅彦君）

番春日洋子議員の質問を終わります。

この際、午後２時４０分まで休憩いたしま

す。

午後 ２時２８分 休憩

────────────────

午後 ２時４０分 再開

休憩前に引き○副議長（小比類巻雅彦君）

続き、会議を開きます。

それでは、一般質問を次に移ります。

１７番山本弥一議員の登壇を願います。

市民クラブの山本○１７番（山本弥一君）

弥一でございます。ただいまより、通告に基

づきまして順番を追って質問します。

まずはじめに、行政問題からであります。

本市の総合振興計画の基本理念は「人とま

ち みんなで創る 国際文化都市」の建設で

ございます。文化都市とは、そこに住む人々

の生活が潤い、伝統文化と近代文化が調和

し、人間はもとより、まちの個性が大切にさ

れ、人々の心に安らぎと潤いを与えるととも

に、創造性に富んだまちでなければならない

と考えるものであります。

本日は、このことを踏まえ、本市の国際文

化都市への取り組みについて質問します。質

問の趣旨は、ハード重視からソフトへの市民

参加の文化行政を問うものであります。

我が国は、今日まで半世紀余りにわたり、

福祉国家の建設や経済成長、そして社会秩序

の確立に対し、その多くが官僚主導型で行わ

れてきました。しかし、今はこの官僚主導型

が批判され、小さな政府と行政改革が強調さ

れ、同時に地方分権を実施し、本来の地方自

治の姿を取り戻そうとしているところであり

ます。いわば、これまでの官僚による指導や

通達の上意下達の時代は去り、地域で考え行

う創造の時代に入ろうとしています。した

がって、各市町村が地域の歴史や個性を生か

しながら、新しい自治を実現するよう、行政

の仕組みや考え方を変えていかなければなり

ません。

今日、我が国の経済と社会は欧米先進国並

みとは言われているが、住民の自治意識はい

まだ成熟しておりません。まちづくりといっ

ても住民参加意識が低く、他人任せといった

風潮が根強く残っていて、ただ自己の利益を

追うだけで、いつの世論調査でも政治の無関

心層や無党派層が約３０％以上を超え、各段

階の選挙の投票率が低く、税を納めても、そ

の使途には関心がないのが実情であります。

今こそ、地方分権の時代を迎え、地方自治

は民主主義の最良の学校という原点に立ち

返って、根本から考え直さなければなりませ

ん。したがいまして、住民と一緒に考え、実

行することが大事であります。

各市町村には、それぞれ誇りや歴史並びに

風土があり、これらを踏まえて、これまでの

官僚依存型から脱皮して、新しいまちづくり

に住民が自分のまちに誇りを持つ斬新な創造

力を発揮することが重要課題であります。こ

のため、失敗を恐れてはなりません。

これまでの地方行政の多くはハード面を重

視し、生活環境や公共施設の整備等に力を入

れてまいりました。今後は、ソフト面に力を

入れて、人々に優しい行政が要求されてきま

す。それは、物質的に生活が豊かになった反

面、精神的に安定を求める声が高まって、価

値観の変化が見られるようになり、本来の人

間らしさや生きがいを求めるようになりまし

た。これは、社会全体の文化的享受と創造へ

の欲求と言ってよいでありましょう。つま

り、多くの人々が心の文化的志向を求める限

り、そこにソフトな文化行政をいかに進める

かが今後の本市の重要課題であります。した

がって、文化の意味を広くとらえ、真のカル
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チャーとして、これまでの教育委員会が担当

する既存の狭い意味の芸術文化から地域の文

化、すなわち人々の生活文化を行政各部門の

施策に取り入れるべきであります。

本市は「人とまち みんなで創る 国際文

化都市」、いわゆる市民参加の行政を目指し

てきているが、真の意味で、まだまだ不十分

と言わざるを得ません。したがいまして、多

様な創造能力を持つ市民を巻き込んで、発想

の誘致へと、その視点を積極的に切りかえる

べきであります。

市民参加のまちづくりは、地域の総合的な

視点からなされるものであり、これまで以上

に総合的な行政システムの確立が図られる一

方、地方自治独自の行政を展開することがか

ぎとなると考えます。本市の目指す市民を主

体とした自治をさらに身近なものに持ってい

くためにも、その方向性を示し、市民の各階

層に開かれたシステムにし、取り組むべきで

あります。

市民参加型のまちづくりは、代表民主主義

制にかわるものではありませんが、また万能

でもありません。だが、地方自治を育てるも

のであると深く認識いたすものであります。

本市の行政自身が、より開かれた行政運営に

向かっての努力を強く要請されてきている現

在、本市の特性を生かした特色のある行政を

いかに発揮するか、まさに地方分権における

創造の競争の時代であります。それだけに、

職員の創造の意欲や改革の意識及びやる気が

最も重要と思うが、本市の基本理念である

「人とまち みんなで創る 国際文化都市」

建設に向け、これまでのハード重視からソフ

トな文化行政へ、各部門は市民参加にどのよ

うに取り組んでいく計画があるのか、答弁を

求めるものであります。

次に、福祉問題、国保医療費の抑制対策に

ついてであります。質問の趣旨は、高齢者用

のパークゴルフ場の整備について伺うもので

あります。

我が国は、長寿社会の進展に伴って、虚弱

老人や寝たきり及び認知症など、介護を必要

とする人々が年を追ってふえ続け、大きな社

会問題になってきているのが実情でございま

す。現在は、地域住民に対する福祉サービス

の義務やお金、そして活動の流れが、国から

県、さらには各市町村へとその責任と実行力

が重みを増し、事務執行が問われてきている

ところであります。したがいまして、福祉問

題に熱心な首長とそうでない首長とでは、そ

の手法やサービスをめぐって格差が出てくる

おそれがあり、よって、市町村間において福

祉競争の事態も予想されます。

国民健康保険税が高いという市民の苦情が

消えることなく、重荷になってきています。

これは、医療費の増加に追いつくために連動

しているだけで、その原因は、医療費の上昇

にあることは言うまでもありません。

一方、苦情を言い、保険税の痛みを感じな

がら、医療費の使い方に無関心で、病院や開

業医をめぐり回り、薬を残して放り捨ててい

る方もあります。また、日常の健康管理に関

心が薄く、高齢者になれば病気になるのは当

たり前だと思っている方も少なくありませ

ん。

これまでの医療は病気治療が中心であった

が、老人保健法の制定で、予防から機能訓練

にわたる保健サービスが強調され、総合的に

実施されてきているところであります。だ

が、これまでの老人福祉は、医療や介護の援

助を中心に講じられてきています。しかし、

今後は、老人らしくない、老人の生きがいを

もっと真剣に論じ語るべきであります。この

ことをなくして、高齢化社会問題の理想郷は

実現しません。

近年、元気な老人の余暇利用と健康保持を

目的に、各地域でゲートボールやグラウンド

ゴルフが盛んであります。一方、北海道の各

市町村では独自の専用パークゴルフ場を整備

し、国保医療の抑制策として高齢者に利用し

てもらうため、大きな効果を上げておりま

す。

人生８０歳時代を迎え、大いに長寿を喜び

たいところでありますが、残念ながら、快適



― 51 ―

な高齢化社会にはまだまだほど遠く、幾多の

問題が山積しております。今は、物でなく、

人間対人間の価値を見出す時代で、人と人と

の心の結び合いや喜びを念ずる時代のルネサ

ンスを、本市の長寿社会の理想図としたいと

願うものであります。

そこで、このことを踏まえ、高齢者に対す

るライフプランの一つとして、北海道の各市

町村で広く国保の医療費抑制対策の一環とし

て取り入れて効果を上げているパークゴルフ

場の整備を図り、その普及に努め、あわせて

高齢者の健康保持と社交の場として本市も積

極的に取り入れ、国保医療費の抑制に努める

べきと考えます。それに取り組む考えがある

のかどうか、答弁を求めるものであります。

次に、政治姿勢問題の第１点目、選挙公約

に対する成果と課題についてであります。

市長は、１期目の選挙に当たって、本市の

基幹産業である第１次産業が元気でなければ

まちの繁栄がないとし、農業基盤の確立等を

公約し、今日までその実現を目指して取り組

んできているところでございます。

初当選以来、既に３年間余りが経過しまし

た。

選挙公約は、勝つための手段として並べた

ものではなく、当選後は全力を尽くして公約

を実行すると有権者と契約を結んだもので

あって、単なるスローガンではありません。

市長は、当選以来、企業誘致や新市立三沢

病院の開業とアメリカ村の完成など、成果を

上げてきているところであります。しかし、

本市の基幹産業である第１次産業の農業基盤

確立に向けた、農業の発展策の具体的な効果

並びに成果が見えないという意見もありま

す。

市長は、第１次産業を元気にするため、農

地の集積や土地基盤整備事業による農業経営

の規模拡大と合理化、そして飼料米をはじ

め、食糧の供給基地としての振興等に取り組

んできていると思いますが、具体的な成果が

見えないということであれば、まことに残念

でなりません。もしそうだとするならば、こ

れは有権者との契約違反に等しく、政治的及

び道義的責任は重大であると心配いたすもの

であります。

そこで、本市の農業基盤の確立を目指し、

今日までどのような振興策に取り組み、どん

な成果があったのか、はたまた、残された任

期においてどんな課題に積極的に取り組み、

有権者の信託にこたえていくのか、答弁を求

めるものであります。

次に、政治姿勢問題の第２点目、選挙公約

に対しどう自己評価をしているかを問うもの

であります。

選挙ともなると、どこの市町村の首長立候

補者も、自分ひとりであしたにも理想郷がで

きるようなスローガンを掲げ、異常と言って

もよいほどの情熱を傾けます。だが、そのと

おり進むならば、選挙後は全国の各市町村が

一斉に繁栄し、諸問題が解決され、すばらし

い地域社会ができるはずであります。しかし

ながら、現実は、何回選挙をやっても、一生

懸命努力をしていると思うが、行政の非能率

や無駄遣い等の改善が緩く、批判を受けてい

るのが実情であります。それには、やはり公

約は公約と考え、途中から情熱を失って忘れ

去られるためではないかと考えるものであり

ます。選挙公約を軽く取り扱い、約束をほご

にするようでは、健全な民主政治に対する挑

戦に等しく、有権者の信託に対する責任を放

棄することに相なります。

だが、選挙公約とはいえ、すべてよいこと

ずくしであろうはずはありません。経済情勢

等で実施困難で、空文に等しいものもありま

しょう。しかし、民主政治のもとで、市長は

公約の重みをかみしめて、残された任期にお

いて、住民のため、どう予算化し、着実に公

約の実行を図り、住民との契約行為を果たす

かが問われてまいります。このことが民主政

治を築き上げる土台でございます。

そこで、市長は、これまでの選挙公約に対

しどのような自己評価をしているのか、市民

も注目しているので、答弁を求めるものであ

ります。
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次に、政治市政問題の第３点目、市長の２

期目の出馬について伺います。

人々は、未来に大きな期待をするものであ

ります。不確実だから達成しようとし、また

未知数だから挑戦するわけであります。しか

も、その未来の目標に向けていくために達成

過程を計画し、最大の努力をその日のために

費やしていこうとします。そこに困難があり

障害があるから、克服の努力をいたします。

現在、さまざまな未来が語られてはいる

が、でも、確かなことは、それは我々人間の

しなやかな創造力と行動でつくられるという

点であります。そこにこそ、未来実現の道が

開かれると信ずるものであります。

「光陰矢のごとし」「歳月人を待たず」と

言うが、月日のたつのは早いもので、市長が

初当選以来、その任期も残すところ１０カ月

足らずと相なりました。来年度は選挙の年と

言われるように、地方統一選挙が実施される

年で、各市町村議会議員をはじめ、県議会議

員や青森県知事選、そして我が三沢市の市長

選挙があります。

ちまたでは、本市の市長選挙に当たって、

種市市長は、言葉は悪いが、前市長の中継ぎ

であって、１期だけのリリーフ役と語られて

いる節があります。一部の有権者の中には、

そのうわさを信ずる方もあります。

市長は、就任以来、数々の施策に対し着実

に実績と成果を上げてきているところであり

ます。しかし、本市においては、まだまだ課

題が山積しているのが実情であります。

私は、行政あるいは人間の成長において

も、常に原点に回帰しながら一回り大きく

なっていくものであると理解しているもので

あります。なぜならば、組織も人間も直線的

に伸びっ放しということは、まず考えられな

いからであります。例えば、いっときうまく

成長したとしても、時がたつと壁にぶち当た

り、マンネリ化に陥り、成長が鈍化します。

努力しないで成功する道など、この世の中に

はありません。よって、達成動機を強め、自

身の能力を高めることが市長として深い感動

を得るチャンスに恵まれます。それは、お金

では買えない人生の道であります。一度しか

ない人生、社会的に価値ある人生、人間の最

高の自己実現のライフワーク、これこそ生き

がいの最たるものであります。

我々人間は、自分で自分をつくり上げる

が、また反対に自分で自分をだめにすること

も間々あります。いつの時代でもリーダーと

して活躍している人は、すべてと言ってよい

ほど問題解決能力の豊かな人であります。幾

多の問題や、あるいはまた解決困難なものも

あったろうが、それを解決し、そのポストや

地位を築いてきています。問題解決能力を持

つ人と持たない人では、同じようにやったと

してもその成果は全く異質になってきます。

つまり、先見力を持っていて、方向を決めて

問題を発見し、それに素早く対応していかれ

る人でないと、近代のリーダーとして務まら

なくなってきていると言われております。

市長は、人格及び識見ともにすぐれている

方であり、全国農業協同組合連合会のトップ

として、会長時代に築き上げた多くの人脈を

生かし、本市のさらなる発展のため２期目の

出馬を決意し、市民の大きな喜びや力を生み

出し、安心感や生きがいを築き上げていくこ

とを市民とともに願うものであります。

市長は、「人とまち みんなで創る 文化

都市」の基本理念を定め、三沢市振興計画を

策定して今日まで努力してきているが、まだ

道半ばであります。したがいまして、引き続

きその目標実現に向け持てる力を発揮すべき

であります。よって、２期目出馬を早目に決

意すべきであります。このことが、ちまたの

うわさを払拭することになり、さらに１期目

の市民の期待にこたえる道でもあります。

人の出処進退の決意は他人が決めるもので

はありません。それは自分自身が決定すべき

ものであります。そこで、市長は２期目の出

馬についてどう考えているのか、市民も大き

な関心を寄せ見守っているので、その決意が

あるか否か、答弁を求めるものであります。

以上で、私の一般質問を終わります。
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ただいまの１○副議長（小比類巻雅彦君）

７番山本弥一議員の質問に対する執行部の答

弁を求めます。

市長。

ただいまの山本議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、政治姿勢問題について

は私から、そのほかについては副市長及び教

育長からお答えさせますので、御了承願いた

いと思います。

まず、政治姿勢問題の１点目でございます

選挙公約に対する成果と課題についてお答え

いたします。成果として、自分で言うのは

ちょっとどうかと思いますが、申し上げたい

と思います。

私は、市長就任後、平成１９年第２回定例

会におきまして、市政運営に関する基本姿勢

とその所信を明らかにし、今後の施策を実施

していく上での四つの柱を掲げまして、市政

運営に取り組んでいくことを述べさせていた

だきました。その柱の一つが産業の振興であ

り、市民の皆様方が生活の豊かさを実感して

いくためには、地域経済の活性化は必要不可

欠であり、とりわけ、当市の基幹産業である

第１次産業が元気でなければ地域の振興や発

展もないということを申し上げ、また考えた

ところであります。

そこで、お尋ねのこれまでの任期中に取り

組んできた農業施策の成果のうち、主なるも

のについてお答えいたしたいと思います。

はじめに、農産物のブランド化でありま

す。産地力強化対策としてナガイモ高品質種

芋採種事業を実施した結果、価格の高いＡ級

品の割合が１７.６％から２７.６％に向上

し、収量についても１０アール当たり２.６

トンから２.７トンへと増加しております。

同様に、ニンニクの高品質を図る、いわゆ

るニンニク産地力強化推進事業によって商品

化率が９８％、Ａ級品率６０％と、それぞれ

県内トップクラスの品質となったわけであり

ます。

また、御案内のように、長ゴボウ冷蔵貯蔵

施設整備事業を実施した結果、専用施設によ

る品質の向上が図られ、従来は、ゴボウは１

月までしか販売できなかったものが、品薄高

値となります４月までの販売が可能となって

おりまして、さらには野菜等生産力強化対策

事業なども実施した結果、４８戸の農家、営

農組合が農業機械の導入を行い、作付面積の

拡大、さらには作業の効率化、収支改善が図

られたところであります。

次に、販路拡大対策としては、地産地消

フェアを開催し、多くの市民の皆さんをはじ

め、市内外の方々に地元農産物のＰＲを行っ

てきたところであります。また、首都圏スー

パーなどにおいて、県やＪＡおいらせと連携

を図りながら、私みずからが店頭に立ちまし

て、消費者の方々に三沢産農産物のよさをＰ

Ｒしてまいったところであります。

さらに、(仮称)給食センターのことについ

ても、農産物加工施設の整備を行い、いわゆ

る地産地消の実践をあわせて図ってまいると

ころであります。

次に、湿田不耕作地解消対策としては、不

耕作地の有効活用と輸入飼料の代替作物とし

て、県内ではいち早く飼料米の栽培実証試験

を実施いたしました。具体的には、水田農業

再生プロジェクト事業に取り組み、冷涼な地

域に適した多収品種の選抜や低コスト化によ

る収益性向上などの課題克服のために検討を

重ねたところ、現在、１０アール当たり約６

７０キログラムの収量の結果を得ておりま

す。

また、飼料米のバイオ燃料化への取り組み

については、技術的には課題も多く、いまだ

発展途上段階にありますか、県が進めるバイ

オ燃料ビジネスプランへの実証データの提供

を行うなど、実用化に向けた協力を行ってい

るところであります。

また、後継者対策としては、認定農業者の

確保・育成を図った結果、２１年度末で２３

９経営体が認定を受けまして、認定数では県

内３位となっているわけであります。

次に、農業基盤整備対策では、県営三沢地

区農村振興総合整備事業として、農道３路
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線、排水路６路線の整備を行い、農産物の運

搬、荷傷みの防止、大型化する農業機械への

対応と、降雨時の冠水被害の防止が図られた

ところでもあります。

また、北三沢地区の湿田による未利用地の

解消と安定した農業生産基盤の確保を図るた

めに、県営北三沢地区経営体育成基盤整備事

業によって、圃場の大区画化や適切な水管理

が行える生産性の高い圃場約１００ヘクター

ルの整備と、さらには、湿田の原因となって

おります揚排水機場の老朽化あるいは能力不

足などの改善を図る県営仏沼地区湛水防除事

業に着手したところであります。

それから、畜産振興対策としては、バイオ

マス利活用施設整備事業として、浄化施設と

堆肥化施設それぞれ１基の整備を行い、環境

保全と耕・畜連携に寄与したところでありま

す。

また、肉牛農家の所得向上を図るために、

家畜導入事業によって市場評価の高い肉用雌

牛２８頭を導入し、肉牛農家に対し貸し付け

を行ったところであります。今後は、生産さ

れる肉牛の高値取引が大いに期待されるとこ

ろであります。

さらに、ひところ猛威を振るった高病原性

鳥インフルエンザ対策として、県内で初とな

る防疫演習の実施や、当該防止計画の策定に

よる防疫体制の確立を図ったところでありま

す。

また、今の口蹄疫につきましても、初期段

階で三沢空港での靴底消毒を行うなど、農家

の皆さんとともに万全な体制をとったところ

でもあります。

お尋ねの残された任期中の農業施策の取り

組みといたしましては、ニンジン作付面積の

拡大、施設の老朽化などによる処理能力不足

解消、あるいは高品質化などを図るために、

ＪＡおいらせのニンジン洗浄選別施設の新設

事業や、現在進めております県営北三沢地区

経営体育成基盤整備事業の受け皿となる営農

組織の法人化への支援を行ってまいります。

今後におきましても、国内外の厳しい農業

情勢の変化に柔軟に対応し、地域農業の課題

を解決するなど、引き続き農業経営安定、農

家所得の向上を図るべく、農業施策を展開し

てまいりたいと考えております。

次に、政治姿勢問題についての第２点目、

選挙公約に対しての自己評価についての御質

問にお答えいたします。

平成１９年６月に市長に就任させていただ

いた後の３カ年余りは、これまでの歴史的歩

みを単に顧みるだけではなく、歴史に築かれ

た基盤をより一層発展させるために、いま一

度市民本位の行政運営の観点に立ち、新たな

飛躍に向けて、平成２０年７月、三沢市総合

振興計画をスタートさせたわけであります。

その背景には、市民の皆様方が将来にわた

り幸せで安心して暮らせるよう、皆様の声を

大切に、ニーズに沿った施策に取り組み、そ

の負託と御期待にこたえてまいりたいという

思いがあったわけであります。

そのために、「人とまち みんなで創る

国際文化都市」の基本理念を掲げ、その実現

に向けて、市民生活のさらなる向上と安定を

目指すべく、その基本方針として、健康で助

け合うまちづくり、環境と共生し安心できる

まちづくり、豊かな心と体をはぐくむまちづ

くり、働き暮らせるまちづくり、生活に便利

なまちづくり、健康で開かれたまちづくり、

この六つの基本方針に基づく諸施策を推進し

てまいったところであります。その中に、私

の公約したすべてのものが集約されていると

言っても過言ではありません。

中でも、申し上げました第１次産業の振興

では、農業・漁業の基盤整備を着実に進めな

がら、ナガイモ、ゴボウ、ニンニクあるいは

ホッキ貝、スルメイカなどの地産地消に取り

組み、販路拡大と消費拡大を図るとともに、

関係機関と連携・協働しながら遊休水田の再

生に取り組んでまいりました。

また、雇用の確保と安定、定住化対策につ

いては、一昨年は優良企業の進出が相次ぐな

ど、雇用機会の拡大に大きな成果を得られま

したが、世界的な金融危機あるいは景気後退
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の局面に直面し、市独自の生活対策あるいは

中小企業支援策を講じ、市民生活の安定に努

めたところであります。定住化対策につきま

しては、これまで整備を進めてきた南ニュー

タウンの分譲開始により、将来にわたる大き

な成果が得られるものではないかと考えてい

るところであります。

また、国の三位一体改革の影響を受けまし

て、厳しい地方財政状況の中、事業の選択と

集中及び行政改革による歳出の厳しい見直し

などにより、堅実な財政運営を心がけ、財政

状況の改善を図る一方、第一配水場築造工事

などに代表される都市基盤の整備にも努めて

まいったところであります。

特に、市民が安心して暮らせるまちづくり

のために、重要課題であります市立三沢病院

新築移転事業については、本年３月に建物本

体の工事が完了し、現在は、１１月の開院に

向けまして外構工事並びに移転の準備を鋭意

進めているところであります。

一方、中心市街地の活性化については、本

年３月をもって中央町地区都市再生土地区画

整理事業が完了いたしましたが、にぎわいあ

る中心市街地の再生に向けまして、今後さら

に商工会などの関係団体と連携して取り組ん

でまいりたいと考えております。

このように、議員各位並びに市民の皆様の

御理解と御協力を賜りながら努力を重ねた結

果、「人とまち みんなで創る 国際文化都

市」実現に向けて、着実に前進した３年余り

であったのではないかと思っております。

残された任期における課題といたしまして

は、現下の厳しい経済雇用環境を考えれば、

やはり第１次産業を基軸としながら、商業・

工業のバランスのとれた産業の振興、雇用の

確保、そして将来を担う人材の育成が最も重

要であると考えます。その上で、予算化して

いくかどうかということにつきましては、現

在、総合振興計画の前期基本計画に掲げた施

策を対象に、施策評価を実施しております。

この施策評価では、これまで取り組んできた

施策の達成状況、施策を構成する事務事業の

妥当性、市民からの公募委員や有識者で構成

する行政改革推進委員会において外部評価を

実施し、この結果を踏まえながら今後の政策

的課題を的確に把握・分析し、来年度の予算

編成に反映してまいりたいと思っておりま

す。

次に、政治姿勢問題の３点目、２期目の出

馬についてお答えいたします。

私は、平成１９年６月、多くの市民の皆様

方並びに議員の皆様方の深い御理解、御協力

と温かい御支援を賜り、市長に就任すること

ができました。そして、平成２０年には、市

民一人一人の個性の尊重と住民自治を基調

に、市民が主体となったにぎわいのある三沢

市を目指し、「人とまち みんなで創る 国

際文化都市」を基本理念にした、いわゆる三

沢市総合振興計画を策定いたしたわけであり

ます。市民の皆様方が三沢市に住んでよかっ

たと思っていただけるように、三沢市総合振

興計画の実現に向けて、市民の皆様方並びに

議員の皆様方の御協力により、現在も全力で

取り組んでいるつもりであります。

議員さんお尋ねの２期目の出馬につきまし

ては、正直申し上げまして、そういう時期が

来たのかなという感じであります。これまで

の多くの御支援、御支持をいただいた後援会

の皆様、市民の皆様方をはじめ、議員の皆様

や関係団体の皆様とともに幅広く御相談申し

上げながら、しかるべき時期を見きわめ、意

思表示をしなければならないと考えておりま

すので、御理解を賜りたいと思います。

長くなりましたが、私から以上でありま

す。

副市長。○副議長（小比類巻雅彦君）

行政問題につい○副市長（大塚和則君）

て、今後は市民を巻き込んだソフト面の施策

に力を入れていく考えがあるかとの質問にお

答えいたします。

道路や上下水道、病院など、都市基盤とし

て必要な公共施設の整備は、依然として行政

の重要な役割の一つであると認識しておりま

す。
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近年の急激な社会経済環境の変化、あるい

は少子高齢化や核家族化の進展などにより、

個人の生活様式や価値観が大きく変化してお

り、複雑多様化する地域の課題や市民ニーズ

に対し、これまでのように行政だけですべて

を対応することは困難な状況にあります。こ

のため、当市では、三沢市総合振興計画にお

ける基本理念を「人とまち みんなで創る

国際文化都市」と掲げ、これからは、行政だ

けではなく、地域住民、民間団体、ＮＰＯ、

企業など、さまざまな主体がそれぞれ対等の

立場でまちづくりに参加し協働していく、協

働のまちづくりを今後の重要な課題と位置づ

けております。

市では、これまでも各種審議会や委員会、

町内会長会議や各種懇談会等を通じて、市民

ニーズの把握と市民参加の促進に取り組んで

きているところでありますが、総合振興計画

で目指す新たな地域協働の目標と手法を具体

化するため、市では、協働の基本的な考え方

や協働のまちづくりの方向性、あるいはまち

づくりを担う各主体の役割や協働の手法など

を明らかにし、(仮称)三沢市協働のまちづく

り推進指針を策定することとし、現在、市民

公募委員等１６名から成る三沢市協働のまち

づくり市民会議において、検討をいただいて

いるところでございます。また、昨年度から

は、協働のまちづくり市民提案事業費補助金

を交付し、市民団体が自主的・主体的に企画

し、実施する公益性のあるソフト事業に対す

る支援も行っているところであります。

市といたしましては、今後とも、市民団体

等が率先して行うまちづくり事業に対し積極

的に支援するとともに、各部における施策の

推進においても、今後、策定される協働のま

ちづくり推進指針に基づきながら、市民と一

体となって取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

教育長。○副議長（小比類巻雅彦君）

山本議員さん御質○教育長（吉田 健君）

問のパークゴルフ場の整備についてお答えい

たします。

近年、健康と体力を保持することを目的と

して、軽スポーツに取り組む高齢者がふえて

きている傾向があります。当市におきまして

も、とりわけゲートボールやグラウンドゴル

フの愛好者が集い、それぞれ市体育協会への

傘下団体として活動しており、市内大会をは

じめ広域的な大会を開催するなど、健康、体

力の保持につながる思いを持ち、そしてお互

いの親睦にも努めているところであります。

市といたしましても、これらの活動の重要

性を十分認識しておりますことから、大会開

催にかかわる経費の一部を補助し、また必要

に応じて職員を派遣するなど、行政としてで

きる限りの支援をしてきているところであり

ます。

お尋ねのパークゴルフ場の整備計画やその

普及促進につきましては、現在のところ、協

会などの団体が設立されていないことから、

今後、市民の皆様の中でどれぐらいの愛好者

がおられるかを把握し、パークゴルフは公園

ゴルフとも言われていますが、パーク、つま

り公園等の現状も含め調査してまいりたいと

考えています。

以上でございます。

１７番。○副議長（小比類巻雅彦君）

この際、申し上げます。山本議員の持ち時

間は１５時４２分までとなっておりますの

で、御了承願いたいと思います。

では、再質問させ○１７番（山本弥一君）

ていただきます。

まず、政治姿勢問題の３点目、市長の２期

目の出馬について再質問させていただきま

す。

先ほどの答弁では、各後援会それから支持

者と相談して、その後発表したいという答弁

であったわけですけれども、前段で申し上げ

たとおり、自分の出処進退は本人が決めるも

のです。これが基本です。出てくださいと言

われなければ出られないのか、そんなもので

はない。先ほども言ったように、まだ道半ば

なのです。男としては、これでやめるわけに
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はいかないでしょう。完全に思ったとおり

やったのかどうか。

後援会であろうが、支持者であろうが、や

めてくださいという人はおりません。出てく

ださい。きっちり現市長の人脈を生かして、

さらなる三沢市の発展のためにと必ず言いま

す。そこで、やめる気持ちがなければ、今ち

またではそういううわさが広がっていますの

で、それを払拭するためにも、支持者のかな

り多くの方が支援してきているはずでありま

すので、その人のためにも。もう１０カ月足

らずであります。何をもたついているのか。

そのうわさを消すためにも、自信を持って。

今、市民は強いリーダーシップを持った首

長を欲しています。そこで、今やりたくない

という気持ちがなければ、堂々とここで答弁

したほうが市民も安心すると思います。再度

その決意を。相談してからなんて、いつもな

んだ、みんな格好つけるのだよ。もう格好は

やめて地を出してください。一緒にやろう

じゃないか、いい三沢のまちづくりを再度。

やらない気持ちがなければ、大いにここで発

表したほうが楽です。次も期待していますの

で、よろしく再答弁をお願いします。

行政問題の文化都市建設の取り組みについ

てであります。（発言する者あり）

議長、答弁含めて４０分ですか、どうなの

ですか。では、やめます。

あと３分弱で○副議長（小比類巻雅彦君）

す。

では、答弁願います。

市長。

お気持ちはわかるわ○市長（種市一正君）

けでありますが、全く相談しないで云々とい

うことはできないわけであります。

ただ、どうしたらいいかという相談はする

つもりはありません。自分の意思を伝えなが

ら、どうするかということを相談したいと思

います。

以上であります。

以上で、１７○副議長（小比類巻雅彦君）

番山本弥一議員の質問を終わります。

─────────────────

本日は、これ○副議長（小比類巻雅彦君）

をもって散会いたします。

なお、明日も、引き続き一般質問を行いま

す。

午後 ３時４８分 散会


